
「三重県教育ビジョン（仮称）」中間案に対する意見募集（パブリックコメント）でいただいたご意見と県の考え方

対応区分　① 反映する 最終案に意見や提案内容を反映させていただくもの。
　　　　　② 反映済 意見や提案内容が既に反映されているもの。
　　　　　③ 参考にする 最終案や今後の取組に意見や提案内容を参考にさせていただくもの。
　　　　　④ 反映または参考にさせていただくことが難しい

県教育委員会(県）の考え方や、施策の取組方向等と異なるもの。
事業主体が県教育委員会（県）以外のもの。
法令などで規定されており、県として実施できないもの

　　　　　⑤ その他（①～④に該当しないもの）

いただいたご意見等の取扱い

　　　　　　　 ・ 本意見募集と関連のないご意見等が提出された場合は、そのご意見については公表していません。

　　　　　　　 ・ 類似のご意見等が提出された場合は、適宜整理のうえ、まとめて公表しています。

　　　　　　　 ・ ご意見を公表することで､個人または法人の権利、競争上の地位その他正当な利益が害されるおそれがある場合は、その全部又は一部を削除しています。

　　　　　　　 ・ ご意見の中に誹謗・中傷等及び差別的あるいは差別を助長するおそれのある表現が含まれる場合は、置き換え、言い換え等の加筆、修正や削除を行っています。
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1
はじ
めに

１ 教育ビジョンの
策定の趣旨

1

「誰一人取り残さない」という視点のひとつとして、不登校の子どもたちにも
目をむけなければならない。三重県における小中学校の不登校児童生徒
数や県立高校の長期欠席者は、年々増え続けている。2018年度調査で
は、過去５年間で最多となっている。不登校の要因と考えられることとして、
小学校では「不安の傾向がある」ことや、中学校では「無気力の傾向があ
る」ことがそれぞれ最多となっている。何が子どもたちを不安や無気力に追
い詰めているのかを問いなおす必要がある。また、具体の対応として、「不
登校の要因を解消する」ことが示されなければならない。

4 ① 1

　ご意見をふまえ、子どもを取り巻く課題として、「不登校児童生徒への支援」について記述を
追加しました。なお、不登校児童生徒への支援に係る具体的な取組について、施策「不登校児
童生徒への支援」の中で、新たな不登校を生まない環境づくり、不登校の要因や背景を個別
具体に把握した上で不登校にある児童生徒一人ひとりの状況に応じた支援を実施していくこと
としています。

2
はじ
めに

１ 教育ビジョンの
策定の趣旨

1

全般を通して、近い未来をどう生き抜いていくのか、またどうやってその未
来で役に立つのか、といったいわば「人材」育成に主眼が置かれている印
象をうける。教育基本法には、「教育は、人格の完成を目指し、…」とあるよ
うに、人格の形成という視点が本教育ビジョン（中間案）には欠落している。
例を挙げるならば、三重県教育施策大綱（中間案）にもある「生き抜いてい
く力」である。「自立した個人が豊かな未来を切り拓く力」と定義されている
が、変化が激しいといわれる社会を生き抜く「強い個」を育てることに注力す
るあまり、仲間ととも生きていこうとする「共生」の視点が見失われていない
だろうか。国の施策や産業界の要請に応えようとして、目指す子どもの姿を
強く打ち出すあまり、現状を見て見ぬふりをしていないだろうか、といった疑
問を感じる。
　2018年度調査で、過去最高の2271人を記録した三重県内の小中学校の
不登校児童生徒はどうだろうか。「不安」「無気力」の傾向があるとのことだ
が、本教育ビジョンには「要因は多様化・複雑化しています」としてあるだけ
で、子どもたちを追い詰めているのは何なのか、その「生きづらさは」いった
い何か、という部分には向き合っていない。学校教育にNOを突き付けてい
る子どもたちの現状を見ずして、個人を育てる方針を強く打ち出すのが公
教育といえるのか疑問である。また、憲法に保障された学ぶ権利を行使で
きない子どもたちへの対応に当たっては、教育を受けさせる義務を負うべき
家庭が、その義務を果たせていないことへのアプローチについても記述が
必要ではないか。

1 ② 1

　「共生」の視点については、複雑で予測困難な社会において、子どもたちが想定外の事象
や、生きていく上での様々な課題や困難に向き合い、時には自分で、時にはほかの人と支え合
いながら人生を生き抜いていかなければならない中で、非常に大切な力であると考えていま
す。
　教育ビジョンの「基本方針」である「三重県教育施策大綱」においては、「生き抜いていく力」
は「自立」の力と「共生」の力で構成されており、「共生」の力について、他者とのかかわりの中
で共に支え合い、新しい社会を創っていく力であると、「自立」の力と同様重要なものとして記述
されています。また、「自立した個人が豊かな未来を切り拓く力」についても、「確固たる自分の
軸を持ち、他者との絆を大切にしながら豊かな未来を切り拓く力」として記述されているところで
す。
　教育ビジョンにおいては、教育への「県民力の結集」を掲げ、「教育の原点」である家庭をはじ
め学校、地域、企業等さまざまな主体に求められる役割や期待される役割をお示しし、それぞ
れが「教育の当事者としての自覚」を持ち、連携・協働して教育ビジョンの実現に向けて取り組
んでいくこととしています。

事項（施策名）
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3
はじ
めに

１ 教育ビジョンの
策定の趣旨

1

「誰一人取り残さない」という視点について、特別支援学級の児童生徒や他
国にルーツのある児童生徒に対しての支援を充実させる必要がある。それ
ぞれに対応した指導を行うための教材等の財政的支援も必要ではあるが、
やはり人的支援の必要性が非常に高い。各自治体で支援体制はとってい
るものの、やはり自治体の財源不足や対応の違いもあり、県として教員定
数を充実させない限り、現場への負担軽減や児童生徒への支援体制の充
実はできないと考える。また、不登校児童生徒対応や長期欠席者への対応
も不可欠であり、学校だけではない人的対応も必要ではないか。県として
の具体的な対応を示して欲しい。

1 ③ 1

次期「三重県教育ビジョン」は令和2年度から令和5年度までの4年間における本県の「教育の
振興のための施策に関する基本的な計画」であり、これをふまえ、各年度における各施策・取
組（事業）の実施に向けた予算等の確保および教職員の配置に努めていきたいと考えていま
す。

4
はじ
めに

１ 教育ビジョンの
策定の趣旨

1
　「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会をめざして
いくために，なぜ画一的で排他的な今までの不易が大切にされなければな
らないのか。

1 ③ 1

教育には、時代の変化に応じて変えていくべきもの（流行）と、時代が変化しようとも変えていく
べきではないもの（不易）があり、「子どもたちの可能性を引き出し、育んでいくこと」、「子どもた
ちの成長を促すこと」が教育の「不易」であると考えています。
三重県教育ビジョンにおいては、こうした「不易」の部分の考え方について「三重の教育宣言」
においてお示ししているとともに、これに基づいた教育施策の展開を図っていくこととしていま
す。

5
はじ
めに

２ 教育ビジョンの
位置づけ

1

三重県教育ビジョンは，三重県教育施策大綱を踏まえた計画であるのだか
ら，社会情勢の変化については，「別紙の三重県教育施策大綱を御参考く
ださい」とすればよい。大綱の基本方針を記載し，どのように踏まえるかを
明記するだけで十分である。

2 ② 2

　三重県教育施策大綱は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、人の生
涯にわたる総合的な教育政策の方針を示すものです。一方、三重県教育ビジョンは、教育施
策大綱をふまえた本県の学校教育を中心とした教育施策の具体的な取組に係る計画であると
ともに、「教育基本法」に基づく「教育の振興のための施策に関する基本的な計画」として、教
育施策大綱とは別の計画として策定しています。
　こうしたなかで、「三重県教育ビジョン」がひとつの計画として、その内容が県民の皆さんに
とってよりわかりやすいものとなるよう、各教育施策の展開の背景となる社会情勢等について
第１章にて記述しているところです。

6
はじ
めに

４ 教育ビジョンの
計画期間

2

三重県が見据えているのは10年先ではなく，県知事が3年を区切りとして考
えていこうと言う以上，12年先ではないか。現在の小学1年生が高校を卒業
するころを見据えていくという話ではなかったか。なぜ12年先でなく10年先
を見据える必要があるのか。

1 ① 2

　現在の社会情勢の変化などを的確にとらえ、教育ビジョンの計画期間である４年間における
教育施策を着実に実施するためには、将来予測が難しい変化の激しい時代の中にあっても長
期的な視点・展望を持ちながら進めていくことが大切であるとの考えから、「１０年先を見据え
た」という表現を用いています。
　ご意見をふまえ、県民の皆さんにより分かりやすい内容となるよう、「４　教育ビジョンの計画
期間」における記述を「令和２（2020）年から令和５（2023）年までの4年間」と修正するとともに、
「１　教育ビジョンの策定の趣旨」に「社会情勢の変化や課題に的確に対応し、本ビジョンの計
画期間における教育施策を着実に進めていく」とする記述を追記しました。
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7 総論

１ 教育を取り巻く社
会情勢の変化
（4 急速な技術革新
と超スマート社会
（Society5.0）の実
現）

4

超スマート社会の実現が社会情勢の変化ででているが、教育現場がその
技術革新に取り残されている現実がある。先端技術が社会生活に導入さ
れていく中、教育現場には導入が遅々として進んでいない現状がある。自
治体の格差もあり、現状では超スマート社会に対応した教育ができるかが
甚だ疑問である。県全体での対応を進めてほしい。

1 ② 4

　超スマート社会の実現に向けた取組が進む中、子どもたちに、先端技術を手段として積極的
に活用しながら、人間ならではの考え方で実社会の課題等の解決をめざし、新たな価値を創
造できる資質・能力を育めるよう、基本施策２「個性を生かし他者と協働して未来を創造する力
の育成」「（４）知識を活用して新たな価値を創り出す力の育成」において、STEAM教育や
EdTechを活用した学び等に取り組むことといたしました。
　また、未来の創り手となる子どもたちに必要な資質・能力を育めるよう、授業力向上に係る研
修を実施し、教職員の資質向上に取り組みます。

8 総論

１ 教育を取り巻く社
会情勢の変化
(8 子どもの貧困と
教育格差）

5
三重県子どもの貧困実態調査により、貧困家庭において子どもが障がいを
抱えている割合が多いことが報告されている。このような実態も踏まえた内
容としてはどうか。

1 ② 5

  家庭の社会経済的背景と子どもたちの進学機会や学力等に相関関係があるという指摘がみ
られるとともに、教育格差が原因となって、貧困の連鎖、格差の拡大や固定化につながること
が危惧されています。こうしたことをふまえ、教育ビジョンにおいては、「教育を取り巻く社会情
勢の変化」の中に「子どもの貧困と教育格差」の項目を設け、障がいの有無等に関わらず、す
べての子どもたちが質の高い教育を受け、夢や希望を実現していけるよう必要な支援を実施し
ていくことをお示ししているところです。

9 総論

１ 教育を取り巻く社
会情勢の変化
(11 教職員を取り巻
く環境）

6

次年度から「教員の勤務時間についての上限ガイドライン」が適用される。
このガイドラインでは、教員の時間外労働時間を、年間360時間、月45時間
を上限とすることが示されているが、2018年度、中学校の時間外労働は、
平均45時間を超える月が7回あり、年間平均は500時間を超えている。ま
た、どの校種においても、時間外労働が月平均45時間を超えている教員は
少なくない。このガイドラインの次年度からの適用にむけ、これほどまでに
時間外労働がされているという現実についての認識を記載すべきだと考え
る。

13 ① 6

　ご意見をふまえ、第１章総論「１　教育を取り巻く社会情勢の変化」（11　教職員を取り巻く環
境）に、月45時間、年360時間を時間外労働の上限とすること等を内容とする「公立学校の教育
職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教職員んオ健
康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」が国において示されていること、
こうしたことに対応し、「長時間労働の是正に向けた取組を進めていくことが必要である」旨の
記述を追加しました。

10 総論

１ 教育を取り巻く社
会情勢の変化
（11 教職員を取り
巻く環境）

6
地域に30～40代の教諭がほとんどいない。一方で、その年代の力のある
講師の先生方がいるので、採用方法の検討を早急にお願いしたい。

1 ③ 6

　三重県公立学校教員採用選考試験は、応募者の適正・能力を基準に公正な選考を実施して
います。
　一定の条件を満たす県内公立学校の講師については、「教職経験者等を対象とした特別選
考［Ⅱ］」として、所属長が作成した人物証明書を第1次選考試験の筆答試験(教養)に代える選
考を実施しています。
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11 総論
２ 三重の教育にお
ける基本方針

8

「（１）新しい時代を『生き抜いていく力』の育成」について、時代・社会にどう
対応するか、近未来をどう生き抜いていくのかという人材育成に力点を置
いた論調であり、人格形成についての記述が弱い。現行ビジョンにも掲載さ
れている「三重の教育宣言」でも「子どもたちを信じ、『毎日が未来への分岐
点』という思いのもと、県民力を結集し、全力で三重の教育に取り組む」とあ
るように、子どもの思いや願いが大切にされ、さまざまな子どもたちが、そ
れぞれでよい方向を見つける力をつけ、自己実現をしながら育っていける
ような教育の姿が描けるとよい。

4 ③ 8

　教育基本法第１条において教育の目的は人格の完成をめざすとされており、同法第17条第2
項に基づいて策定する本県の「教育の振興のための施策に関する基本的な計画」として位置
づける教育ビジョンにおいても、人格の完成をめざして計画を策定しているところです。
　子どもたち一人ひとりが来るべきこれからの時代において、明日への希望とともにそれぞれ
の花を大きく咲かせていくことができるよう、「三重の教育宣言」の考え方を継承するとともに
「三重の教育における基本方針」をふまえ、各施策を展開していきます。

12 総論
２ 三重の教育にお
ける基本方針

8

「（１）新しい時代を「生き抜いていく力」の育成」について、「生き抜いていく
力」を「自立した個人が豊かな未来を切り拓く力」としている。変化を受けと
め、失敗を恐れず、夢と志をもって可能性に挑戦することは大切であるが、
他者とつながり、ともに生きるなかで「自立」の力をつけるという考え方も必
要なのではないか。個を伸ばす視点が強調されているが、「共生」の大切さ
についても記述が必要である。

4 ② 8

　「共生」の視点については、複雑で予測困難な社会において、子どもたちが想定外の事象
や、生きていく上での様々な課題や困難に向き合い、時には自分で、時にはほかの人と支え合
いながら人生を生き抜いていかなければならない中で、非常に大切な力であると考えていま
す。
　「生き抜いていく力」は、「自立」の力と「共生」の力で構成されており、「共生」の力について、
他者とのかかわりの中で共に支え合い、新しい社会を創っていく力であると、「自立」の力と同
様重要なものとして記述しています。
　また、「自立した個人が豊かな未来を切り拓く力」についても、「確固たる自分の軸を持ち、他
者との絆を大切にしながら豊かな未来を切り拓く力」として記述しています。

13 総論
２ 三重の教育にお
ける基本方針

8

「生き抜いていく力」の育成に関わって、自立した「個人」が豊かな未来を切
り拓いていくといったことが述べられている。確かに一つの見方として、「個
を伸ばす」ことは大切なことではある。しかし、それはこれまで三重県や地
域社会が大切にしてきた「共生」がその土台にあるべきだと考える。「共に
生きる」中で育つ自立、そうしたものが、一層大切になってくると思う。そこ
で、ぜひ、「共生」の重要性についての記述も盛り込んでいただきたい。

1 ② 8

　「共生」の視点については、複雑で予測困難な社会において、子どもたちが想定外の事象
や、生きていく上での様々な課題や困難に向き合い、時には自分で、時にはほかの人と支え合
いながら人生を生き抜いていかなければならない中で、非常に大切な力であるとして、他者と
の関わりの中で共に支え合い、新しい社会を創っていく「共生」の力を育む教育を推進していく
旨記述しています。

14 総論
２ 三重の教育にお
ける基本方針

8

教育大綱のもと，ビジョンを作成しているので，当然，「生き抜いていく力」
が出てくる。この「生き抜いていく力」に非常に違和感を感じる。生き抜いて
いかなければならないほど，社会の変化が早いということはわからなくはな
いが，「生き抜いて」いかなければならない社会は非常に息苦しく，わたした
ちの望んでいる社会なのか疑問である。「生き抜けなかった」人は，生き抜
けなかったその人に責任があるのか、生き抜いた先には何があるのか、三
重県として，そのような社会を求めているのか。望む社会がうつしだされる
ような方針になることを望む。

1 ③ 8

　「生き抜いていく力」については、基本方針の（１）の中で示しています。複雑で予測困難な社
会に対して、子どもたちは想定外の事象や、生きていく上での様々な課題や困難に向き合い、
時には自分で、時にはほかの人と支え合いながら、人生を生き抜いていかなければなりませ
ん。また、日々の暮らしの中で厳しい環境に置かれ、夢や希望を抱くことすらできない状況の子
どもたちもいます。そうした子どもたちも含めて、全ての子どもたち一人ひとりが、決して自らの
人生を諦めたり投げ出したりすることなく、自らの可能性を信じ、失敗を恐れず夢と志を持って
挑戦し、豊かな未来を切り拓いていってほしい、人生を大切に生き抜いていってほしいという思
いを込めています。こうしたことから、多様な個性を持ち、多様な環境にある子どもたち一人ひ
とりに、生き抜いていく力、すなわち、「自立」の力と「共生」の力を育んでいくという方向性を示
しています。
　子どもたちの未来に向けて、教育に携わる者は日々最善の努力を注いでいく必要があり、大
綱にかかげる基本方針に沿って三重の教育の一層の充実に向けた取組を全力で進めていき
ます。
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15 総論
２ 三重の教育にお
ける基本方針

9

誰一人取り残さない、みんなが大事にされる安全・安心の三重の実現につ
いて、子どもたちの生活背景はさまざまであり、一人ひとりの子どもがそれ
ぞれ自己実現をめざすことができるように、学びの環境を整えることが大切
である。そのことから考えると、「誰もが共通のスタートラインに立ち」を目的
とするのではなく、「誰一人取り残さない」ということを考えていくべきであ
る。もっとも､共通のスタートラインに立たせてもらえない、地元の関わりの
ある集団との学校生活から切り離された｢障害｣児などもまだまだ多くいらっ
しゃる。みんなが大切にされると謳うならもっと合理的配慮を徹底し、本人・
保護者の願いに真剣に応えることで、安心・安全も担保してほしい。

1 ① 9

　「誰一人取り残さない」については、基本方針（３）の中でも、子どもたち一人ひとりの学びを
支えるために公平公正で最適な、そして安全で安心な教育環境を整えていかなければならな
いという決意をキーワードとして込めており、非常に大切な考え方であると認識しております。
ただ、本文の表現についてその意図が伝わりにくい部分がありますので、記述を一部修正しま
す。
　また、特別な支援を必要とする子どもたちが、地域の中で豊かに自分らしく生活していくことを
めざして施策を展開していきます。
　常に「子どもたちにとって何が重要か」を価値観の中心に据え、最も適切な対応を選択してい
くことが大切であり、今後ともそうしたスタンスで教育に取り組んでいきます。

16 総論
２ 三重の教育にお
ける基本方針

9

「（３）誰一人取り残さない、みんなが大事にされる安全・安心の三重の実
現」について、子どもたちの生活背景はさまざまであり、一人ひとりの子ども
がそれぞれ自己実現をめざすことができるように、学びの環境を整えること
が大切である。そのことから考えると、「誰もが共通のスタートラインに立ち」
を目的とするのではなく、「誰一人取り残さない」ということを考えていくべき
である。

4 ① 9

　「誰一人取り残さない」については、基本方針（３）の中でも、子どもたち一人ひとりの学びを
支えるために公平公正で最適な、そして安全で安心な教育環境を整えていかなければならな
いという決意をキーワードとして込めており、非常に大切な考え方であると認識しております。
ただ、本文の表現についてその意図が伝わりにくい部分がありますので、記述を一部修正しま
す。
　常に「子どもたちにとって何が重要か」を価値観の中心に据え、最も適切な対応を選択してい
くことが大切であり、今後ともそうしたスタンスで教育に取り組んでいきます。

17 総論
２ 三重の教育にお
ける基本方針

9

「（３）誰一人取り残さない、みんなが大事にされる安全・安心の三重の実
現」について、「いじめ、虐待、不登校等」と「大規模自然災害、交通事故、
犯罪」は起因が違う。「子どもたち自らも様々な危険から身を守ることのでき
る力を育成します」とひとくくりにするのではなく、わけて書くべきである。

4 ② 9

　「いじめ、虐待、不登校等」と「大規模自然災害、交通事故、犯罪など」については、安全で安
心な教育環境を実現していかなければならないと至った背景である、子どもたちのかけがえの
ない命や教育の機会が奪われるような現状・課題をわかりやすいよう列挙して記述していると
ころです。
　常に「子どもたちにとって何が重要か」を価値観の中心に据え、最も適切な対応を選択してい
くことが大切であり、今後ともそうしたスタンスで教育に取り組んでいきます。

18 総論
２ 三重の教育にお
ける基本方針

9

「誰一人取り残さない、みんなが大事にされる安全・安心の三重の実現」、
これこそ、三重県の教育理念・教育関係者としての矜持であると思う。全国
に向かって発信できるものである。この方向で明確な成果を出していきたい
と思っている。

1 ③ 9
　ご賛同いただき、ありがとうございます。
　「誰一人取り残さない、みんなが大事にされる安全・安心の三重の実現」に向けて、教育活動
の一層の充実を図っていきます。
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19 総論
２ 三重の教育にお
ける基本方針

9

本教育ビジョンにおいて定義されている教育の社会的意義について考える
と、「ダイバーシティ＆インクルージョン」が「注目されています」とあるが、こ
れからの社会が発展を遂げるためには、様々な立場の人々が自己実現を
果たす共生社会の実現が前提である。様々な立場の人々を社会が包括的
に支え、その自己実現を果たすというインクルージョンの考え方が足りない
と感じる。「共通のスタートライン」に立たせ、「環境を整える」という発想はも
ちろんだが、その先の自己実現は自己の努力であると考えるのであれば、
ソーシャルインクルージョンの実現とはいえない。子どもたちの生きづらさ
の要因に一つに「自己責任論」の拡大がある。学校現場でも実感として、子
どもや保護者の価値観の中で「自己責任だから」という主張が、ここ１０年で
大きく幅を利かせるようになってきたと感じる。自己実現が果たせないのは
個人の努力が足りないからだ、とするのでは現在の格差社会を助長し、さ
らに社会を分断していくものになるだろう。個人主義に傾き、分断され弱体
化した社会は発展しない。結果主義かつ合理的な教育活動がおこなわれ
ていくこととその弊害を懸念するところである。

2 ③ 9

　インクルージョンは重要な視点と認識しており、「２　三重の教育における基本方針」の「見据
える社会の姿と教育の役割」において、その視点も含めた記述としているほか、例えば基本方
針（３）や（５）においてもその視点を取り入れています。今後も教育施策の取組の立案・実施に
際して、ＳＤＧｓやインクルージョンの視点を更に意識して、広範囲にわたる取組により、教育施
策全体への波及を図りたいと考えています。

20 総論
３ 教育ビジョンに込
める想い

11
不登校の子ども達に対する視点がないので、入れるべきである。不登校は
増加傾向にあることからも、この視点なくして、誰一人取り残さない教育の
推進は難しい。

1 ③ 11

　教育ビジョンの「基本方針」としている「三重県教育施策大綱」の基本方針「（３）誰一人取り残
さない、みんなが大事にされる安全・安心の三重の実現」において、いじめ、虐待、不登校、大
規模自然災害、交通事故、犯罪など、子どもたちのかけがえのない命や教育の機会が奪われ
るような現状・課題に対し、子どもたち一人ひとりの学びを支えるために公平公正で最適な、そ
して安全で安心な教育環境を整えていかなければならないと示されているところです。
　これを受け、教育ビジョンでは、改めて「誰一人取り残さない教育の推進」を第一に掲げ、不
登校を含むさまざまな課題に的確に対応し、すべての子どもたちが夢や希望を実現していける
よう取り組んでいくという決意を「教育ビジョンに込める想い」として示しています。

21 1-(1) 学力の育成 17
「現状と課題」の④～⑦において、学力調査、学習評価の記述が目立つの
は、いかがなものか。

1 ② 17

　学校全体で組織的に子どもたちの学力・学習状況を把握し、授業改善等を通じて学習指導要
領で求められている力を確実に身につけることは、子どもたちの「生き抜く力」を育むために大
切です。そのためには、学校における教育活動に関し、児童生徒にどういった力が身についた
かという学習の成果を的確に捉えて評価を行い、その結果を教師が指導の改善に生かすとと
もに、子どもたちが自らの学習を振り返って次の学習に向かうことができるようにすることが大
切であることから、学習評価は重要であると考えます。
　全国学力・学習状況調査は、学習指導要領の理念・目標・内容等に基づき、学習指導上特に
重視される点や身につけるべき力を具体的に示すメッセージとなる問題を出題しています。こ
れらにより測れるのは学力の一部分でありますが、子どもたちが学習指導要領で求められて
いる力を確実に身につけているかどうかを確認し、課題の把握、授業改善や検証のツールとし
て教科の結果および質問紙調査の結果を総合的に活用することが、各学校における授業改善
ＰＤＣＡサイクルの確立においても大切であると考えます。
　今後も、子どもたちの夢や希望がかなえられるよう、学校・家庭・地域が一体となって学力向
上の取組を進めていきます。

22 1-(1) 学力の育成 17
めざす姿で、「主体的・対話的な学び」とあるが、「主体的・対話的で深い学
び」ではないか。それ以降の文章の中では、「深い学び」の文言も使われて
いる。

1 ③ 17

　めざす姿においては、子どもたちが主体的・対話的な学びを通じて、到達するであろう深い学
びの状況を「基礎的・基本的な知識・技能、自ら課題を見つけ解決していく思考力・判断力・表
現力等、主体性を持って他者と協働しながら学ぶ態度を身につけています」と表現しています。
　また、主な取組内容では、学習指導要領で求められている力を子どもたちに育むため、質の
高い授業改善を行うことが大切であることから、具体的方法として、主体的・対話的で深い学び
の視点からの授業改善を示しています。
　なお、主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善については、注釈でも具体的に示し
ています。
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23 1-(1) 学力の育成 17

「大学入学共通テスト」の記述があるが、英語において変更が行われたが、
その他の教科においても採点の公平性やテストの日程などの問題点が残
されている。他の変更がないといえないのであれば記述を変更する必要が
あるのではないか。

1 ③ 17
　三重県の高校生の学力育成の方策について、国の動向も注視しつつ、適宜記述内容を修正
していきます。

24 1-(1) 学力の育成 18

指標が全国学力・学習状況調査のみということに危機感を感じる。小学生
の息子が国語の問題集をしている様子を見ていたところ、設問を読んで該
当する本文箇所を読むという解き方をしていた。そのため、本文全体を理
解しないと解けない設問には答えることができていなかった。そのことを担
任の先生に伝えたところ、全国学力・学習状況調査は問題数が多いため、
早く解答できるよう、そのように指導しているとのことであった。
学力調査でいい点数をとるより、本文を読んで全体を把握することのほう
が、長期的にみた「学力」としては大事なことだと思う。しかし、現場の先生
方は学力調査やみえスタディチェックで成果を上げることに注力しなければ
ならない状況になっているのではないかと不安と疑問を感じた。
指標が「全国学力・学習状況調査」のみであることは、このような状況を加
速させないか心配である。
「読む」「聞く」、「書く」「話す」、「考える」「調べる」「行動する」の７つを、小中
高校のさまざまな授業の中で体系的、段階的に学んでいけるような指導計
画があり、その観点から評価ができるしくみがあるとよいと思う。

1 ③ 18

　学力の育成にあたっては、学習指導要領に示された生きる力を子どもたちに育むことをめざ
し、習得・活用・探究という学びの過程において、実際の社会や生活で生きて働く知識・技能を
確実に習得させ、これらを活用して未知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力等を育
成するとともに、主体的に学びに向かう態度を養うことが大切です。
　全国学力・学習状況調査やみえスタディ・チェックは、学習指導要領の理念・目標・内容等に
基づき、学習指導上特に重視される点や身につけるべき力を具体的に示すメッセージとなる問
題を出題しています。これらにより測れるのは学力の一部分でありますが、子どもたちが学習
指導要領で求められている力を確実に身につけているかどうかを確認し、授業改善や個に応
じたきめ細かな指導につなげられると考えています。また、できていない内容をできるようにす
ることは、学力保障の観点からも重要であり、子どもたちにとっても「やればできる」という思い
とともに、自己肯定感や自尊感情の高まり、主体的に学ぶ態度の涵養につながると考えていま
す。
　全国学力・学習状況調査の教科に関する結果は、学力の一部分であること、学校における教
育活動の一部分であることなどに留意しつつ、児童生徒や学校への質問紙調査の結果と合わ
せて総合的に活用します。
　あわせて、「話すこと・聞くこと」「書くこと」「読むこと」等の各領域の指導事項を、習得・活用・
探究という学びの過程において子どもたちが確実に身につけられるよう、各学校におけるカリ
キュラム・マネジメントを充実させ、系統的・段階的に学習を進めることが大切であると考えてい
ます。そのため、こうした視点を取り入れた各学校における授業改善を推進していきます。

25 1-(1) 学力の育成 18

「主体的・対話的で深い学びの実現」が示されているが、子どもたちは地域
や家庭でそれぞれに生活背景があり、また、学校の規模や生きる環境もさ
まざまである。そのような子どもの実態をふまえ、子どもが主体となる学び
をそれぞれの学校で創造し、展開していくことが大切である。「学力の育成」
のとりくみに「各学校でのカリキュラムマネジメントの充実」をふくめるべきで
ある。

5 ② 18

　カリキュラム・マネジメントは、教職員が複数の教科等と連携を図りながら授業をつくること、
学校教育の効果を常に検証して改善すること、教育内容と地域の人材や施設等を効果的に組
み合わせて活用すること等により、学校における教育目標の実現に向け教育活動全体の質的
向上をめざすものであり、学校における一定の方針のもと個々の教職員が担っていくものとな
ります。
　　この趣旨をふまえ、カリキュラム・マネジメントに関する記述は、次期教育ビジョンでは、「学
力の育成」に限定するのではなく、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな身体」を一体的に育ん
でいくこと、また、その育成の土台となる「子どもたちの多様な学びと育ちを支えるための学校・
家庭・地域が一体となった教育活動の推進が重要であるとの観点から、基本施策５「地域との
協働と信頼される学校づくり」において、（１）「地域とともにある学校づくり」と（３）「教職員の資
質向上とコンプライアンスの推進」において、記述しています。

26 1-(1) 学力の育成 18

継続的な学習状況の把握や授業改善、授業研究等に組織的にとりくむこと
は必要であるが、その手だてを「学力調査」に限定することは、施策として
の可能性が狭まってしまうのではないか。全国学力学習状況調査の実施
要領にも「調査により測定できるのは学力の特定の一部である」と示されて
いる。また、41ページ「知識を活用して新たな価値を創り出す力の育成」の
基本施策として「ＳＴＥＡＭ教育の推進」が掲げられている。子どものもつ力
や興味、可能性がさまざまあるなか、また教科横断的な教育をすすめてい
くうえでも、「学力の育成」の数値目標を「学力調査」の対象となっている教
科に限ることは、把握が足りないと考える。

10 ④ 18

　子どもたちの学力が向上することは、自己肯定感やチャレンジする力を高め、将来の夢を実
現するための可能性や選択肢の拡大につながっていくと考えられます。
　全国学力・学習状況調査は、学習指導要領の理念・目標・内容等に基づき、特に重視される
点や身につけるべき力を具体的に示すメッセージとなる問題を出題しています。これらにより測
られるのは学力の一部分ではありますが、子どもたちに学習指導要領で求められている力が
確実に身についているかを確認することで、授業改善や個に応じたきめ細かな指導に生かせ
ると考えています。
　あわせて、教科横断的な視点で物事をとらえ、実社会での課題解決に向けて、創造的思考
力や論理的思考力を育むことは大切であると考えており、こうした視点を取り入れた授業改善
を推進していきます。
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27 1-(1) 学力の育成 18

調査という名のもとに行われている、全国学力・学習状況調査やみえスタ
ディ・チェックは、子どもたちにとって意味があるのか。近所の子どもたちに
下校途中に会ったが、「今日、みえスタディ・チェックっていうテストをしたけ
ど、とっても難しかった。つらかった。あれって成績に入るのかな。心配。」と
不安そうにしていた。毎日学校に行くことが楽しみで元気に挨拶をしてくれ
る子どもたちだが、その笑顔が曇るようなことはあってはならない。テストで
測ることのできる学力がすべてではないと考える。わたしは、子どもたちが
学校で様々な人たちと出会う中で生まれる学び、自分の考えと友達の考え
を比べながら考えを深めたり拡げたりすること、先生や教科書との語り合い
などから生まれる学びこそ、今を生きる子どもたちに必要なことだと考える。
調査の結果、点数だけで子どもたちの学びの結果を決めてはいけない。み
えスタディ・チェックにかける時間を、子どもたちが喜び、学び合う時間に変
えていってほしいと思う。

1 ③ 18

　子どもたちの学力が向上することは、自己肯定感やチャレンジする力を高め、将来の夢を実
現するための可能性や選択肢の拡大につながっていくと考えられ、現在、本県では、子どもた
ちが「学ぶ楽しさ」「わかる喜び」を実感しながら学び、自らの希望と未来を支える学力を身に付
けられるよう、学校・家庭・地域が一体となって、子どもたちの学力の向上に取り組む「みえの
学力向上県民運動」を実施しています。
　学力の育成にあたっては、学習指導要領に示された生きる力を子どもたちに育むことをめざ
し、習得・活用・探究という学びの過程において、実際の社会や生活で生きて働く知識・技能を
確実に習得させ、これらを活用して未知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力等を育
成するとともに、主体的に学びに向かう態度を養うことが大切です。
　全国学力・学習状況調査やみえスタディ・チェックは、学習指導要領の理念・目標・内容等に
基づき、学習指導上特に重視される点や身につけるべき力を具体的に示すメッセージとなる問
題を出題しています。これらにより測れるのは学力の一部分でありますが、子どもたちが学習
指導要領で求められている力を確実に身につけているかどうかを確認し、授業改善や個に応
じたきめ細かな指導につなげられると考えています。
　また、当該学年で身につけておくべき学習内容について、できていない内容をできるようにす
ることは、学力保障の観点からも重要であり、子どもたちにとっても「やればできる」という思い
とともに、自己肯定感や自尊感情の高まり、主体的に学ぶ態度の涵養につながると考えていま
す。
　今後も、子どもたちの夢や希望がかなえられるよう、学校・家庭・地域が一体となって学力向
上の取組を進めていきます。

28 1-(1) 学力の育成 18

資料・情報と子どもたち、双方を知る専門・正規・専任の学校司書の重要性
は、「読書」の観点のみならず、新学習指導要領における「主体的な学び」
を育んでいく中では、さらに重要である。当然、生涯学習の重要な基礎とな
る「学び方を学ぶ」場所として機能することは、学校図書館の使命である。し
かし、現場では、「探究」での調べ活動はインターネットばかりが利用され、
学校図書館は眼中にない場合もしばしば見受けられる。学校図書館が「学
びのセンター」として情報提供できるよう、早急に環境を整備すべきである。
データベース環境、電子黒板、大学のラーニングコモンズに習う高校図書
館が三重県内でも出てきている。小中学校の方がICTも進んでいるため、
高校に入学した子どもたちにタイムスリップ感を体験させているのが実情で
ある。
知的蓄積に学び、そのうえで新たな創造をしていく市民（本当の大人）を育
むのが学校教育の使命であるなら、「学校図書館」の充実に経費をかける
必要がある。示された「取組」からはその重要性や環境整備の遅れへの危
機感がくみ取れない。他県の、とくに私立学校は「学校図書館改革」ともい
える、そうした取り組みが進められている。環境整備をして、（人的にも）成
果をあげている。「学校図書館」が変われば、学びも変わると思うが、（１）
学力の育成、（４）新たな価値を創り出す力の育成、の部分にも「学校図書
館」は言及されていないが、とくに「探究」においては、学校図書館等を最大
限活用する、など「取組」でも触れてもらいたく思う。
なお、「探究学習」などは、学びに意欲的でない生徒たちの場合、かなりき
め細かなアドバイスが必要である。そうでないと、「やらなくてもすんでいく」
格差を招きかねない。ここにも学校司書の重要性がある。

1 ③ 18

　学校図書館の環境整備については、学校全体での施設・設備等を考えながら、必要かつ効
果的な図書等資料を充実させることができるよう、学校に助言していきます。ＩＣＴ環境について
も、図書館も含めて学校全体を考えながら、効果的な整備を検討していきます。
　探究的な学びについては、学校図書館が、主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業
改善に資する役割を期待されていることを踏まえ、調べ学習や新聞を活用した学習など、各教
科等のさまざまな授業で活用されることにより、学校における言語活動や探究活動の場となる
よう、学校に助言していきます。

29 1-(1) 学力の育成 18

全国学力・学習状況調査は、国の教育施策を検討するために実施している
ものであり、あくまで「調査」であると考える。これを、県の学力向上の数値
目標に利用するのは不適切ではないだろうか。それよりも「学ぶことが楽し
い」など、子供の目線からの目標を設定するほうがよいのではないか。

1 ① 19

　指標『「全国学力・学習状況調査』における本県の子どもたちの学力の伸び」に加え、新たな
指標として「勉強をすることが好きな子どもたちの割合」を設けました。
　なお、全国学力・学習状況調査は、学習指導要領の理念・目標・内容等に基づき、学習指導
上特に重視される点や身につけるべき力を具体的に示すメッセージとなる問題を出題していま
す。これらにより測れるのは学力の一部分でありますが、子どもたちが学習指導要領で求めら
れている力を確実に身につけているかどうかを確認し、授業改善や個に応じたきめ細かな指導
につなげていけると考えています。
　また、当該学年で身につけておくべき学習内容について、できていない内容をできるようにす
ることは、学力保障の観点からも重要であり、子どもたちにとっても「やればできる」という思い
とともに、自己肯定感や自尊感情の高まり、主体的に学ぶ態度の涵養につながると考えていま
す。
　今後も、子どもたちの夢や希望がかなえられるよう、学校・家庭・地域が一体となって学力向
上の取組を進めていきます。
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30 1-(1) 学力の育成 18 数値目標が、学力の伸びに変更された理由は何か。 1 ③ 19

　子ども一人ひとりが「学ぶ楽しさ」「わかる喜び」を実感しながら自らの希望と未来を支える学
力を身につけられるよう、学校・家庭・地域が一体となった取組をこれまで以上に進めていく必
要があります。
　現教育ビジョンにおいては、「学力の向上」における数値目標は、「全国学力・学習状況調査
において全国平均を上回った教科数」としていましたが、教職員から、また懇話会の場におい
て、「児童生徒や学校現場の頑張りが見えにくい」というご意見をいただいていました。
　この点をふまえ、次期教育ビジョンでは、①一人ひとりの子どもが現状よりさらにできるように
なることをめざすための指標であること、②子どもたちの頑張りが見える指標であること、③県
民の皆様にわかりやすい指標であること、を基本的な考え方とし、「本県児童生徒の学力の伸
び」としました。

31 1-(2)
外国人児童生徒教
育の推進

19

言葉ができないことで自尊感情をもてない子どもや、親に対しても自分の気
もちをうまく言えない子どもが多くいる。子どもたちの自己肯定感を高め、可
能性を引き出していく視点での記述、施策が必要である。子どもたちが異
文化の壁や言葉の壁を乗り越え、たがいに理解し、歩みよれるよう、環境
生活部と連携した母語の習得支援や、外国につながる子の保護者や地域
と連携した異文化理解のとりくみ等への支援等があるとよい。

5 ③ 21

　このことについては、基本施策１の基本的な考え方に、「『確かな学力』、『豊かな心』、『健や
かな身体』の育成につながる各施策を展開し、これら３つの力の確実な育成およびその一体
的・調和的な育みの過程において自己肯定感を高めていくことをめざして取り組んでいきま
す。」としており、外国人児童生徒教育の推進もこの考えのもと、進めるものとしています。
　県教育委員会においては、国事業を活用し、日本語指導が必要な外国人児童生徒が多く在
籍する7市で実施されている外国人児童生徒の受入体制の充実を図る取組を支援していま
す。本取組の中には、学力の向上やアイデンティティの確立、多文化共生の実現をめざした実
践研究などがあります。
　また、外国人児童生徒巡回相談員を配置し、要請のあった県内の小中学校等への訪問によ
り、日本語指導が必要な外国人児童生徒に対して、日本語指導や学校生活への適応指導の
他、外国人児童生徒等の保護者の相談に応じたり、外国の文化や生活についての情報共有を
行い国際理解教育に取り組んだりしています。
  今後も日本語指導が必要な外国人児童生徒の増加が見込まれることから、日本語指導や学
校生活への適応指導の一層の充実を図っていきます。

32 1-(2)
外国人児童生徒教
育の推進

19

人口減少も少子高齢化も労働力不足も外国人の流入が解決策となる事は
疑う余地がないので、三重県の、日本の良いところを残して外国人の住み
やすい県に変わっていく事が急務ではないかと思う。
他の都道府県に先駆けて外国人を受け入れ、特に児童生徒に手厚い教育
をしている事を発信して、外国人に寛容な町づくりを進める事で外国人にア
ピールし実現できると思う。（どこの国でも子供の教育には関心が高いはず
である）
その為に、家庭、学校、地域が外国人との共存をスムーズにする土壌を用
意する必要がある。
子どもだけでなく大人も差別意識を持たないよう「教育」していかなければ
ならない。

1 ③ 21

　県教育委員会では、外国人児童生徒巡回相談員を小中学校等へ派遣することにより、外国
人児童生徒に対して、日本語指導や学校生活への適応指導等を行うなど、社会の一員として
自立するために必要な力を身につけられるよう支援しています。
　巡回相談員は、外国人児童生徒の保護者の相談に応じたり、日本人と外国人の児童生徒が
お互いの文化や生活について理解を深めるための国際理解教育に取り組んだりしています。
　また、県ホームページにおいて、外国人児童生徒教育の取組を発信するとともに、子どもた
ちや保護者が日本の学校制度等について理解し、安心して修学できるよう、多言語による冊子
「日本の学校は、こんなところ」を掲載しています。加えて、財団法人三重県国際交流財団発行
の日本語指導のテキスト等も掲載しています。
　今後もこれらの取組を充実し、すべての人が住みやすい県になるよう取り組んでいきます。

33 1-(2)
外国人児童生徒教
育の推進

19

現状と課題③について、わが市のある中学校では６人に１人の割合で外国
につながりのある生徒が在籍している。その子たちに寄り添った対応とは
具体的にどのようなものなのか。実際言葉が伝わらないのに、どのように
寄り添ったらよいのか。寄り添うのであれば、母語スタッフや言葉の壁の部
分を取り除いていただきたい。母語スタッフの充実と待遇改善を早急に進
めていただきたい。
数値目標について、ある学校では日本語指導が必要な外国人児童生徒の
数自体が下方で出されているのが現状である。日本語指導が必要な生徒
が多すぎて指導しきれず、ある程度話せる子どもたちについては、教室で
授業を受けさせている状況もある。だから、一日も早く、そして一人でも多く
の指導員の確保と配置をしてほしい。

1 ③ 21

　県教育委員会においては、国事業を活用し、日本語指導が必要な外国人児童生徒が多く在
籍する7市で実施されている日本語指導ができる、又は児童生徒等の母語が分かる支援員の
派遣等の取組などを含めた、外国人児童生徒の受入体制の充実を図る取組を支援していま
す。
　また、外国人児童生徒巡回相談員を配置し、要請のあった県内の小中学校等への訪問によ
り、日本語指導や学校生活への適応指導等にあたっています。令和元年度は、タガログ語の
巡回相談員を1名増員し、ポルトガル語対応7名、スペイン語対応2名、タガログ語対応4名の13
名での学校訪問を行っています。
　今後も外国人児童生徒の不安や悩みに寄り添った対応ができるよう、外国人児童生徒巡回
相談員を計画的・効果的に学校へ派遣する等、日本語指導や学校生活への適応指導の一層
の充実を図っていきます。
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34 1-(2)
外国人児童生徒教
育の推進

19

取組のなかで，「市町や学校」の文言が多数あり、その施策については，
あたかも市町の責任であるように話がすすんでいる。このこと自体は、その
通りであろうが，例えば，県立高等学校の入学者選抜の要項は，いつまで
たっても日本語のみであり，本当に県が市町を支援しようとしているか，疑
問である。

各中学校においては，各学校に翻訳する人が配置されているわけではな
く，適応指導員が適宜，翻訳をしている状況がある。市町で一括して翻訳と
なると，適応指導員の責任問題が生じるため，難しい。要項をつくっている
三重県が責任をもって，また，ユニバーサルデザインのもと，作成すべきで
ある。「オール三重」の教育の推進は，市町ががんばれよという意味なの
か。
外国人児童生徒教育の推進，外国人児童生徒も，日本の生徒と同様に
「失敗を恐れず夢と志をもって可能性に挑戦」する環境を県の責任におい
てつくってほしい。

1 ③ 21

　県立高等学校入学者選抜の実施要項は日本語のみで記載していますが、外国人の方々に
向けて公益財団法人三重県国際交流財団と共同で作成している、９言語（日本語（ルビ付き）、
ポルトガル語、スペイン語、英語、中国語、フィリピノ語、インドネシア語、韓国朝鮮語、タイ語）
によるガイドブック「高校進学ガイダンスガイドブック」
（http://www.mief.or.jp/jp/guidance_guidebook.html）にて、入学者選抜を含めた県立高等学校
の制度や奨学金等に関する情報を提供しています。
また、県内在住の外国人の方々に向けた情報提供ホームページ「Mie Info」
（https://mieinfo.com/ja/）にて、県立高等学校入学者選抜における海外帰国生徒・外国人生
徒等に係る特別枠入学者選抜について、５言語（ポルトガル語、スペイン語、フィリピノ語、中国
語、英語）に翻訳し、掲載しています。
ご意見を参考に、これらのウェブページについて、１０月に実施する各中学校等の進路指導担
当者を対象とした説明会において情報提供を行うとともに、翻訳や通訳を担う巡回相談員等の
活用などにより、外国人児童生徒教育の推進に取り組んでいきます。

35 1-(2)
外国人児童生徒教
育の推進

20
就学の促進に、「外国人の児童（義務教育年齢）の不就学の調査、公表の
実施」の追記について検討をお願いしたい。

1 ③ 21

　政府では新たな在留資格である「特定技能１号」及び「特定技能２号」の創設を踏まえつつ、
平成３０年１２月２５日に「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」が取りまとめら
れ、外国の子どもの教育についても一層の充実を図ることとしています。こうした動きも踏ま
え、文部科学省では、今後の外国人の子どもの教育の更なる充実のための施策に生かすた
め、今年度、外国人の子どもの就学状況及び就学促進に係る取組状況等に関する調査を実
施し、令和元年９月下旬に調査結果の公表がされました。このような実態把握に関しては、施
策の前提であることから「主な取組」の内容には明記していませんが、就学促進のためにも、
現状を把握することは重要であると考えており、三重県としては、県独自で今後も定期的に調
査を行い、不就学児の状況等を把握していきます。

36 1-(2)
外国人児童生徒教
育の推進

20
「日本語指導、適応指導の充実」のプレスクールに関する取組について、
「教材・マニュアルの普及啓発、人材の育成、実施にあたっての支援」の追
記について検討をお願いしたい。

1 ③ 22
　プレスクールにおける教材の作成等については、環境生活部と連携して行っています。
　プレスクールの具体の取組は市町が主体となるものですが、県としては市町の取組への支
援や情報共有のための会議、研修の機会の提供等の取組を引き続き推進していきます。

37 1-(3) 幼児教育の推進 21

「幼稚園等から発達段階に応じて必要な資質能力を育んでいく必要があ
る」と示されているが、前段記載の「三重県保幼小の円滑な接続のための
手引き」には、円滑な接続をおこなうために、幼児教育と小学校教育の違い
の理解や、子どもの姿を共有すること、接続を意識したカリキュラムの作
成、幼児児童の交流等が示されている。子どもたちに「到達目標」を求める
のではなく、保幼小の連携を主眼に取組を進めるべきである。

5 ③ 23

　御指摘いただきました「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」にあります「円滑な接
続のために取り組むこと」の４つのポイントは、子どもたちに「到達目標」を求めるためのもので
はなく、保幼小が子どもの発達段階を相互に理解し、接続を円滑に行うためのものです。
　保幼小の円滑な接続に質する取組が、各施設において適切に実施されるよう、引き続き、幼
稚園、認定こども園、保育所、小学校等に対して、本手引きのさらなる活用やモデル事業の成
果の普及に取り組んでいきます。
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38 1-(3) 幼児教育の推進 21

「健康な心」「自立心」「規範意識」等の記載があるが，子どもたちのかかわ
りやこれからの成長のなかで，とても大切な「協力」や「かかわり」の視点が
ない。幼稚園の学び（遊び）は，集団で過ごすことが大切であり，そのなか
でさまざまな力が育つものである。「協力」や「協同」または「他者とのかか
わり」という文言をいれる必要があると考える。

1 ② 23

　「協力」や「かかわり」については、「めざす姿」の中で「協同性」として示し、その育成に取り組
んでいくこととしています。「協同性」とは、友達と関わる中で、互いの思いや考えなどを共有
し、共通の目的の実現に向けて、考えたり、工夫したり、協力したりし、充実感をもってやり遂げ
るようになることをめざすものです。
　幼児教育は、子どもたちが健やかに育ち、生涯にわたる人格形成の基礎を培うもので極めて
重要であることから、三重県では、友だちと協同して取り組むこと等を含む小学校との接続期
に育みたい姿を「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」の中に示し、その実現に向け
たカリキュラム等を各幼稚園等が作成して取り組んでいるところです。

39 1-(3) 幼児教育の推進 21
（令和元年10月からはじまった幼児教育・保育の無償化について）未満児も
無償化にしてもらいたい。

1 ③ 23

　幼児教育・保育の無償化についてはこれまでも段階的に進められてきましたが、理想の子ど
も数を持たない理由として「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」という理由を挙げる方が
多いことから、その範囲を一気に拡大することで、子育て家庭の負担軽減を図ることとなったも
のです。
　その対象としては、多くの子どもが幼稚園や保育所等を利用している３歳児～５歳児（０歳～
２歳は住民税非課税世帯）とされました。
　※保育所や幼稚園の利用率（令和元年度「少子化対策白書」より）
　　３歳～５歳　約97％　　　０歳～２歳　約36％

　一方で、県内の待機児童の多くは０歳～２歳児が占めているという課題もあることから、県と
しては、まずはその解消に向けてしっかりと取り組んでいきます。

40 1-(3) 幼児教育の推進 21

幼児教育の目指す姿に、「体験をとおして」とある。これは幼児期の特性で
あり、それを大切にしていくことこそが、小学校以降の学齢期に多くの大人
が望んでいる「主体的に学ぶ」ことの基礎となると思う。そして、希望を持っ
て自分自身で生き抜いていくことの土台になると思う。
今、多くの幼児施設では、字が正確に書けるとか足し算の問題ができると
いう、小学校で学習することをどれだけ幼児期にできるようにしておくかとい
うことに焦点が当たっていると感じる。保護者もそうならなくてはいけない！
と周りの空気から不安になる事もある。各家庭でそれを大切にして幼児期
から学習することはそれぞれの価値観でいいと思うが、教育施設ではめざ
す姿のとおり、体験をとおしてそれぞれの力が育まれるように、取組内容
１，２，３の項目において実現するように取り組んでもらい、「主体的に学ぶ」
基礎を十分に育んでもらえるように強く願っている。特に小学校の先生に幼
児期の特性をよく知っていただく取り組みをしてもらいたい。

1 ③ 23

　新しい幼稚園教育要領等においては、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」として、教育
ビジョンの「めざす姿」で示したような健康な体や自立心等の項目が明示されています。これら
はいずれも、幼児一人ひとりの特性の違いは前提としつつ、生涯にわたる人格形成の基礎を
培う重要なものです。
　また、保幼小の円滑な接続についても示されており、そのことを踏まえ、三重県では、保幼小
の接続を円滑に行うためのポイントや、保育・教育活動、指導の工夫例などを示した「三重県
保幼小の円滑な接続のための手引き」を作成し、幼稚園、認定こども園、保育所だけでなく、小
学校等に配付しています。
　幼稚園、認定こども園、保育所において、「めざす姿」を踏まえた質の高い幼児教育の実践
が、また、保幼小の円滑な接続に質する取組が、各施設において適切に実施されるよう、引き
続き、幼稚園、認定こども園、保育所、小学校等に対しての働きかけに取り組んでいきます。

41 1-(3) 幼児教育の推進 21

現状と課題①について、１０月から始まった無償化に伴い、預り保育利用者
数や特別な支援を必要とする幼児の利用が増加し、預り保育専任の教諭
がいない園が多い中、膨大な仕事量をこなすことができない現状がある。
近年、公立幼稚園に支援を必要とする幼児の入園が増加している。支援の
程度も重く、支援員が１対１でのかかわりが必要な子どもが増加しており、
その保護者に対してもより丁寧な子育て支援が必要である。
また、県内市町の公立幼稚園において、外国籍の子どもの入園が年々増
加している現状がある。入国して間もない子どもも多数おり、日本語も分か
らず気持ちを理解することも難しく、園生活に慣れるまでにとても時間がか
かり、通訳の先生も身近にいない状況がほとんどである。全ての子どもた
ちに質の高い保育を保障でき、インクルーシブ保育を実現できるよう、関係
機関との連携に加え、園内の環境も整える必要がある。

2 ③ 23

　インクルーシブの視点での保育の実現は重要であると認識しており、県教育委員会では、国
籍に関係なく特別な支援を必要とする子どもたちの発達や子育てに関して、保健・福祉・教育
等の関係機関が連携した相談対応や必要な情報の提供など、地域の実情に応じたネットワー
クが充実するよう市町に働きかけているところです。
　また、幼稚園教諭等が各施設において特別な支援を必要とする子どもたちを含む、すべての
子どもたちに対して適切な対応ができるよう、幼児教育・保育を担う人材の資質向上を目的とし
た研修の実施等に取り組んでいるところです。加えて、日本語指導が必要な子どもたちや保護
者を支援するための巡回相談員を対象として特別支援に関する研修も実施しているところで
す。
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42 1-(3) 幼児教育の推進 22

「幼児教育・保育を担う人材の資質向上」について、教諭・保育士が心身と
もに健康で、充実した保育が行われている状態でなければ、教育研究を行
うことも難しい。教諭・保育士の資質向上のために、まず、現状をふまえた
環境を整える必要がある。
　また、公立幼稚園は園の減少や採用・代替教諭の不足という状況により、
安定した公立幼稚園教育を行うことが難しくなってきている。「人材確保」だ
けでなく、「定着促進」も必要である。

1 ③ 24

　県教育委員会としては、幼児教育・保育に係る諸課題解決に向けた研修会や幼稚園教諭等
が各施設における指導内容や指導方法に関する相互理解を深め、悩みや課題を共有できる
合同研修会等をとおして、幼児教育・保育のより一層の質の向上が図られるよう、引き続き、幼
稚園、認定こども園、保育所等への支援を行っていきます。
　なお、公立幼稚園等の人事管理は、任命権者である市町が所管する事項となります。

43 1-(3) 幼児教育の推進 22

既に計画・方針を策定した市町の変化を把握する動機を減らしてしまうと考
えられることから、数値目標を市町の数ではなく「子どもの体験の機会・保
護者の交流の機会といった，独自の機会の累積数」としてはどうか。独自
の機会に先進的，または，効果的なものがあったときに，三重県が早期に
気づき，水平展開し易くなるほうが，県内全市町に計画・方針だけがある状
態よりも望まれているはずである。

1 ③ 24

　本指標は、「幼稚園教育要領」に示されている「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」をふ
まえ、県内すべての幼稚園等で生きる力の基礎が育まれるよう、全ての市町で取り組んでいく
ために設定しました。
　先進的・効果的な取組の水平展開につきましては、「主な取組内容」に示しているように、各
市町が計画をもとに実践研究を進め、その実践例を県内に普及するよう努めていきます。ま
た、「幼稚園教育要領」には幼稚園等が保護者同士の交流の機会を提供する等の地域におけ
る幼児期の教育センターとしての役割を果たすことも示されています。
　県教育委員会としては、幼稚園、認定こども園、保育所等の幼児教育が質の高いものとなる
よう引き続き支援していきます。

44 1-(3) 幼児教育の推進 22

子どもの成長に効果が期待されている野外体験教育（保育）についてだ
が、県土の多くに森林等の自然環境を抱えることを生かし、三重に根ざした
教育の推進の一環として、SDGsに向けた取組からもう一歩踏み込んだ「野
外体験教育（保育）・森林環境教育・木育」を、幼児教育の項目に付け加え
てはどうか。また、健康教育・食育・野外体験教育などとするのはどうか。

1 ③ 24

　野外体験保育は、子どもの自己肯定感の向上に効果があるとされ、幼児期における自然体
験をとおして、子どもの「生き抜いていく力」を育むものと認識しています。
　このことから、野外体験保育を「野外を中心に地域の自然を体験活動に取り入れた保育や幼
児教育」と定義し、平成28年度から野外体験保育に取り組もうとする施設にアドバイザーを派
遣し、県内どこでも野外体験保育が実施されるよう、昨年からは核となる人材を育成するため
の講座を行っているところです。
　受講者の中には森林環境の知識を有する方も講座に参加いただいており、今後も森林関係
部署とも連携しながら野外体験保育の普及を進めていきます。

45 1-(4) 人権教育の推進 23

人権に関わる問題（特に差別事象）は、差別する側に課題や問題がある。
差別を受ける側について理解を深め、人権感覚を高めることも段階的には
必要な場合もあるが、結局は解決には至らない場合が多いのではないかと
考える。ＳＯＧＩの概念と同様、わたしたちには属性があり、その属性（複合
的に作用する場合もある）によって、そのなかでも優位性をもつものが差別
や人権侵害をひきおこしてしまっているという意識、つまり自分の問題とし
て解決していくためにと考え行動できるのか、そのための教育なのだという
認識を示してほしい。

1 ③ 25

　次期「教育ビジョン」では、めざす姿を「子どもたちが自分の人権を守り、他者の人権を守るた
めの実践行動ができる力を身につけています」としています。
　また、行動につなぐためには、人権問題を自分の経験やくらしと重ねて共感的にとらえたり、
その問題が存在する社会に自分はどう向き合うかを考えたりするなど、自分と重ねて人権問題
をとらえられるようにすることが大切です。
　今後も、三重県人権教育基本方針に基づき、一人ひとりが人権問題の解決を自分の課題と
してとらえ、状況を変えようとする具体的な行動に結びつく人権教育を推進していきます。
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46 1-(4) 人権教育の推進 23
世代交代が進み，若手教員が増加することと，人権感覚と人権教育に関す
る指導力が一層求められることに関係はないのではないか。

1 ④ 25

　平成25年度実施の「人権問題に関する教職員意識調査」の結果を見ると、「人権教育を進め
る上で間違わないか不安である」と感じている、20歳代、30歳代の教職員の割合が高いことが
伺えます。
　このことを受け、三重県人権教育基本方針において、人権問題の解決のために取り組まれて
きた実践や成果に学ぶことや、人権に関する自らの意識を見つめ直し、職場の中で互いを磨き
合うことにより、確かな人権感覚を身に付け、教育実践力を高める研修に努める等の取組を進
めることとしています。
　今後も多くの経験豊かな教職員の退職が見込まれており、若手教職員の割合が相対的に増
加します。そのような状況の中で、全ての教職員が確かな人権感覚と指導力を持って人権教
育を進められるよう、個別的な人権問題に関する基本的な知識や人権学習指導資料等の活
用に関する研修を経験年数に応じて実施するとともに、実践につながる情報提供および相談
支援を行っていきます。

47 1-(4) 人権教育の推進 23 25

48 2-(1)
主体的に社会を形
成する力の育成

35 37

49 1-(5) 道徳教育の推進 26
学校の割合を数値目標とした場合、参観日に道徳科を実施すればどうとで
もなると考えられる。再考してはどうか。

1 ③ 28

　学習指導要領「特別の教科　道徳」に、「道徳科の授業を公開したり、授業の実施や地域教
材の開発や活用などに家庭や地域の人々、各分野の専門家等の積極的な参加や協力を得た
りするなど、家庭や地域社会との共通理解を深め、相互の連携を図ること。」とあります。道徳
科は全教育活動を通じて行う道徳教育の要であり、その授業を公開したり、道徳科での子ども
たちの学ぶ姿を保護者や地域の人々に紹介したりすることは、学校における道徳教育への理
解と協力を家庭や地域から得るために大切であることから選定しました。
　また、授業を公開し、参観した方からのさまざまなご意見をいただくことで、よりよい授業づくり
にもつながると考えます。

50 1-(6)
読書活動・文化芸
術活動の推進

27

学校図書館が活用されるためには、学校司書の配置が欠かせない。「現状
と課題③」において、学校司書の配置充実に言及されていることを嬉しく思
う。
三重県の県立高校には、昔から学校司書が配置され、生徒と本をつなぐ役
割を担ってきた。また、学校図書館が主体的・対話的で深い学びの場となっ
ているのも、学校司書がいるからこそである。
ぜひ、高校と同じように、小中学校や特別支援学校にも、学校司書を配置
してもらいたい。子どもたちがさまざまな本と出会うことで、豊かな人間性を
身に付けられると思う。

2 ③ 29

　学校図書館が機能を充分に発揮するためには、図書館資料の充実と、司書教諭及び学校司
書の配置充実やその資質能力の向上の双方が重要となります。このため、平成２６年に改正さ
れた学校図書館法においても、各学校に、学校司書を置くよう努めることが規定されています。
また、文部科学省は、平成２９年度から令和３年度までの５年間を期間とする「学校図書館図
書整備等５か年計画」を策定し、市町における学校図書館図書の整備及び学校司書の配置の
ための地方財政措置がなされています。
　本県といたしましては、「学校図書館図書整備等５か年計画」に伴う地方財政措置を、各市町
等において積極的に活用いただくために周知を図るとともに、市町等教育委員会と連携し学校
図書館を活用した教育の充実に努めていきます。

基本施策３に特別支援教育の推進があるが、インクルーシブ教育の観点
から、基本施策１及び２においてもインクルーシブ教育（交流や共同学習な
ど）に関する記述がある事が望ましい。例えば（4）人権教育の推進や、（1）
主体的に社会を形成する力の育成（ダイバーシティ―の観点）の中での記
述を検討して欲しい。
※インクルーシブ教育は本来、特別支援教育の中に留まるものではなく、
障がいの有無に関わらず子ども達全体の教育の中で実現していくことが望
ましいと思われる。
人権やダイバーシティの観点から「インクルーシブ教育」をしっかり推進して
いく事が伝わるようにして欲しい。

1 ③
　主権者教育、消費者教育、道徳教育などにおいて、小中学校、高等学校という記載にとどめ
ていますが、教育ビジョンでは、施策３だけでなく、全ての施策で特別支援学校の子どもたちを
含めて記載しています。
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51 1-(6)
読書活動・文化芸
術活動の推進

27

現状と課題③で、「学校図書館の図書館資料の充実と、司書教諭および学
校司書の配置充実やその資質向上が大切です」と記述しているにも関わら
ず、主な取組内容では「子どもたちの読書に対する興味や関心を育み、主
体的な読書習慣を確立するため、学校図書館の読書センターとしての機能
に加え、情報センター・学習センターとしての機能を充実するとともに、学校
図書館ボランティア等との連携を促進します」と、最初に「学校図書館ボラン
ティア」が出てくることに疑問を感じる。学校図書館にこれだけの機能を求
めるのであれば、ボランティアの活動だけでは不可能だと考える。まず、学
校図書館・本・情報のプロ（＝学校司書）の配置の促進をお願いしたい。
「読書環境の整備および読書機会の提供のため」でもあるが、「学校図書
館の読書センターとしての機能に加え、情報センター・学習センターとして
の機能」こそ「学校司書」が提供する機能だと思う。
また、主な取組内容の中で、「学校図書館図書標準の達成や学校図書館
への新聞配備とともに、学校司書の配置等を促進します」が、最も数値で表
しやすいものと思うので、ぜひ「数値目標」に「学校図書館図書標準の達
成」や「学校図書館への新聞配置」、「学校司書の配置」を挙げてもらいた
い。

9 ③ 29

　学校図書館が機能を充分に発揮するためには、図書館資料の充実と、司書教諭及び学校司
書の配置充実やその資質能力の向上の双方が重要となります。このため、平成２６年に改正さ
れた学校図書館法においても、各学校に、学校司書を置くよう努めることが規定されています。
また、文部科学省は、平成２９年度から令和３年度までの５年間を期間とする「学校図書館図
書整備等５か年計画」を策定し、市町における学校図書館図書の整備及び学校司書の配置の
ための地方財政措置がなされています。
　県教育委員会としては、「学校図書館図書標準の達成」等の学校図書館の環境整備は、「読
書に対する興味や関心を育み、主体的な読書習慣を確立する」ための取組の一つと考えてい
ます。そして、こうした取組が積み重ねられた結果として、「読書をする子どもたちの割合」が上
昇するものと考え、これを数値目標としています。
　「学校図書館図書整備等５か年計画」に伴う地方財政措置を、各市町において積極的に活用
いただくために周知を図るとともに、市町等教育委員会と連携し学校図書館を活用した教育の
充実に努めていきます。

52 1-(6)
読書活動・文化芸
術活動の推進

27

「学校図書館を活用した授業」とあるが、教職員の多くがそれを体験してき
ていない。「教職員の資質向上とコンプライアンスの向上」にも研修につい
てふれられているが、「学校図書館を活用した授業」に関する研修も含めて
考えることが必要ではないかと思う。

1 ③ 29

　学校図書館を活用した授業等を行うために、教職員が知識や技能を身につける必要があり
ます。現在、学校図書館を活用した計画的な授業を行っている県内小中学校の比率は、各市
町等の積極的な取組により、増加してきています。本県では、こういった学校図書館を活用した
授業の好事例についてのホームページ等を周知し、情報共有を行っているところです。
　また、新学習指導要領において、各教科における学校図書館の活用が盛り込まれています
ので、新学習指導要領の説明会等において、具体的な図書資料の利用法を紹介するなど、学
校図書館の利活用を働きかけています。
　県教育委員会としては、今後も市町等教育委員会と連携し、学校図書館を活用した教育の充
実に努めていきます。

53 1-(6)
読書活動・文化芸
術活動の推進

27

項目名は、読書活動と文化芸術活動をひとまとめにせず、独立させてはど
うか。特に読書については予算・人員・時間を激増させるべきである。読書
活動の振興こそが，三重県の最重要施策であり、読書によって他者の価値
観や世界観を知ることで，自己と他者の捉え方を深めるのだから，表層的
な自己肯定感よりも大事である。

1 ③ 29

　平成１６年の文化審議会答申「これからの時代に求められる国語力について」で示されたよう
に、読書は、人類が獲得した文化であり、読書により、楽しく知識が付き、ものを考えることがで
き、読書習慣を身に付けることは、一生の財産として生きる力とも、楽しみの基ともなるもので
す。また、子どもたちをとりまく環境が大きく変化してきている中、子どもたちのものの見方・考
え方を深め、豊かな想像力を育むうえで、読書の意義はますます大きくなっていると考えており
ます。
　読書活動の振興は最重要施策とのご指摘を貴重なご意見と受け止め、学校・家庭・地域が
連携し、社会全体で読書活動の推進を図ることができるよう、学校図書館等の読書環境の充
実や子どもの読書活動に関わる方の人材育成及び読書活動推進のための普及・啓発に努め
ていきます。

54 1-(6)
読書活動・文化芸
術活動の推進

28

「授業時間以外に読書をする子どもたちの割合」が指標とされているが、中
学生の一日の生活を考えると、部活動や宿題を終えてから、さらに読書を
するというのは、時間的に厳しいのではないだろうか。学校にいる時間の中
で、例えば、集会の代わりに読書の時間を設定したり、朝の読書活動を取
り入れたりするなど、各校の実情に応じて読書機会を提供できれば良いと
思う。

1 ③ 30

　読書は、子どもたちが、言葉を学び、感性を磨き、思考力・判断力・表現力を高めるうえで重
要な活動です。学習指導要領にも、学校図書館の積極的な利用および児童・生徒の自主的、
自発的な学習活動や読書活動について記載する等、これからの子どもたちにとって読書活動
が重要なものであることが示されております。
　本県としては、子どもたちの読書活動を、時代の変化に対応した、より発展的なものにしてい
きたいと考えており、これまでも読書習慣の確立を目指した様々な読書活動を推進してきまし
た。朝の読書等、学校の実情に応じて実施している学校もあります。これからも市町等教育委
員会と連携し、日常的な読書習慣の確立をめざし、様々な読書機会を提供するなど、読書率向
上につながる取組を進めていきます。
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55 1-(7)
体力の向上と学校
スポーツの推進

29
「教職員の指導力向上による体育授業の充実」において、「運動の楽しさ」
を「運動のおもしろさ」にした方がよいのではないか。また、「・・・自ら進ん
で・・・」の前に、「生涯にわたって」を追加したらどうか。

1 ② 30

　学習指導要領の教科の目標において、小学校では、「（３）運動に親しむとともに健康の保持
増進と体力の向上を目指し、楽しく明るい生活を営む態度を養う。」、中学校では、「（３）生涯に
わたって運動に親しむとともに健康の保持増進と体力の向上を目指し、明るく豊かな生活を営
む態度を養う。」と示されており、学習指導要領解説には、（生涯にわたって）運動に親しむと
は、それぞれの運動が有する特性や魅力に応じて、その楽しさや喜びを味わう（味わおうとす
る）…と明記されていることから、「運動の楽しさ」としています。
　また、「生涯にわたって」については、「自ら進んで運動する習慣を身につける・・・」の「習慣」
に、「生涯にわたって」の意味を含めています。

56 1-(7)
体力の向上と学校
スポーツの推進

29

子どもの数の減少により各学校の部活動数が減り、子どもたちのニーズに
こたえられなくなってきている。これまで以上に公教育としての部活動の受
けもつ範囲や、部活動そのものの在り方についての議論が必要である。働
き方改革にも関連して，教員の時間外労働の削減等についても議論が必
要である。

10 ③ 31

　学校における部活動は、スポーツや文化、科学等に親しませ、学習意欲の向上や責任感、連
帯感の涵養等、学校教育が目指す資質・能力の育成に資するものです。
　部活動の設置数については、学校規模等に応じた指導体制や活動場所等を考慮し、生徒の
希望を実現できるよう、総合的に判断していく必要があると考えます。
　少人数の部活動への配慮として、従来から県中学校体育連盟および県高等学校体育連盟で
は、他校との合同チームにより大会参加が可能となるよう規定しているとともに、平成３０年度
に策定した部活動ガイドラインでは、合同チームの編成を検討・実施するにあたって、当該校
の校長・指導者間において、練習時間、練習場所、指導体制等を十分考慮・確認し、生徒、保
護者の理解のうえで進めることが必要であるとしています。
　今後はスポーツ活動の機会確保に向けて、部活動の意義や地域スポーツとの連携等につい
て議論が必要だと考えていますが、三重県だけで解決できない高校段階については、国の検
討状況も注視しながら検討を進めていきます。
　なお、教員の負担が大きくなっている課題については、外部のスポーツ人材の効果的な配置
等に取り組むことも教育ビジョンに記述しました。

57 1-(7)
体力の向上と学校
スポーツの推進

29

勤務している学校では、2019年度のクラス減による生徒数の減少に伴い、
部活動の顧問数が減らされた。現実問題として致し方ないと思うが、減少
の対象となったのが、実績も豊富にあり、活動も活発で、毎年の部員数も
決して少なくはない、二つの部活動であった。私は、この減となった部活動
を希望し続けているが、期待が薄れる一方だと感じている。このような部分
も注視していただくよう、よろしくお願いしたい。

1 ③ 31

　クラス減による生徒数の減少に伴い、教員数が減り、部活動顧問においても何らかの対応が
必要になります。例えば、部活動数を減らしたり、特定の部活動の顧問数を減らすなどの対応
が考えられます。県教育委員会としては、可能な限り生徒の活動に影響が及ばないよう、外部
人材の導入を進めるとともに、教員の負担軽減を図りたいと考えていますが、学校でも十分な
話し合いをしていただきたいと考えています。また校長会等でも、充分な話し合いを進めていた
だくよう伝えていきます。

58 1‐(7)
体力の向上と学校
スポーツの推進

30

主な取組内容３では、三重県部活動ガイドラインに触れ、「短時間で効率
的・効果的な部活動指導が．．．」と記載されている。それにもかかわらず、
６では全国規模の大会を活用し、スポーツに対する関心を高め、競技力の
維持・向上のとりくみをすすめると書かれている。相反する両極の事が書か
れていて、矛盾しているのではないか。第一、県の会議に出させていただ
いた方から、「前に座っている役員の一人からは部活動ガイドラインを守り
なさいと言われ、もう一方からは国体を盛り上げるように部活動をしっかりし
てほしいという趣旨のことを言われて、教委もブレとる。」という話を聞いた。
教育ビジョンもどちらかにした方がいいのではないか。

1 ③ 32

　部活動は、子どもたちが学級や学年をこえて、共通の目標を持ちながら、協調性や思いや
り、一体感を培うとともに、切磋琢磨することをとおして、達成感や充実感が得られるなど、生
徒の成長に大きく資するものです。
　三重県部活動ガイドラインは、スポーツ医・科学の観点に基づき休養日・活動時間を定める
など、部活動に参加する全ての子どもたちが心身の健全な成長と充実した学校・家庭生活を
送ることができるよう、県の指針として策定しました。
　一方、国体等の全国規模の大会で県内選手が活躍できるよう、強化指定校には遠征費等を
補助する強化活動の支援が行われ、少年種別の競技力向上に向けた指導者の指導力の向上
や意識改革を図るコーチアカデミーを実施しています。
　この双方の取組は、部活動ガイドラインで定める活動時間内に効率的・効果的な部活動指導
を行うことによって両立できると考えています。
　なお、競技団体から推薦を受けた特定の選手やチームが参加する国体等の強化活動は、長
時間に及ぶ場合もありますが、基本的には学校の部活動と切り離して整理しています。
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59 1-(7)
体力の向上と学校
スポーツの推進

30

「地域の人材活用および地域スポーツの充実」について、地域人材の活用
となっているが、部活動指導員は資格が必要であり、以前の外部コーチの
ことを指しているのか。そうであれば、県は削減の方向であったと思うがそ
の財源はあるのか。

1 ③ 32

　「体力の向上と学校スポーツの推進」の施策では、技術指導を行う運動部活動サポーターと
単独での指導や引率が可能な部活動指導員の両者をあわせて「地域人材」という表現を用い
ています。
　過去には部活動指導員の導入に伴って、運動部活動サポーターの人数を調整したことがあ
りますが、両者を合わせた人数としては拡充してきています。今後とも、効果的な配置に取り組
んでいくこととし、毎年度の予算議論のなかで具体的な配置数について検討していきます。

60 1-(7)
体力の向上と学校
スポーツの推進

30
部活動ガイドラインが、現状努力目標となっている学校が多く見られる。子
どもたちの多忙感を解消するためにも実行力のあるものにするべきではな
いか。

1 ③ 32

　三重県部活動ガイドラインに基づく部活動運営にあたり、「参加する大会等が多く、週休日の
活動の制限が困難である。」や「競技力向上を目的に多くの練習試合や遠征を必要と考え、長
時間を費やしている実態がある。」ことから、ガイドラインが守られていないという意見がありま
す。
　このため県教育委員会では、部活動における参加大会の在り方等を協議するワーキング会
議において、適切な参加大会数や大会の運営改善について協議を進めるとともに、短時間で
効率的・効果的な部活動指導が行えるよう、部活動指導者が具体的な技術指導等を学ぶ研修
会を実施していきます。
　また、部活動本来の目的とガイドラインの趣旨の理解促進に向けて、部活動顧問を対象とし
た運動部活動スキルアップ研修会で改めて周知するほか、リーフレットを作成、配付し保護者
への説明にも努めていきます。

61 1-(7)
体力の向上と学校
スポーツの推進

30

地域スポーツとの連携等について市町等教育委員会と共に検討すべきな
のは，充実についてではなく，スポーツの統廃合についてではないか。競
技部主催の大会引率など，教員の負担となっている状況の改善が最優先
である。

1 ③ 32

　中学校では、部活動などの課外活動の指導が１週間あたり7.5時間で諸外国と比べて突出し
て長く、部活動顧問の時間外労働を軽減することは、喫緊の課題であると考えています。
　このような課題をふまえ、三重県部活動ガイドラインに基づいた適切な部活動運営の推進
や、地域人材の活用および地域スポーツの充実を主な取組に挙げています。
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62 1‐(8)
健康教育・食育の
推進

31

　性教育の充実を強く求める。
　日本は性教育後進国とも言われている。
　特に、2003年頃の性教育バッシング以降は停滞しており、学校・教員によ
る差も大きく感じている。学習指導要領の内容だけでは、子どもたちを守る
ことができない。現行の学習指導要領では、義務教育で避妊や中絶は学習
しないし、妊娠の経過は取り扱わないとされている。しかし、現実として10代
の妊娠は、三重県内だけでも年間400件ほどある。学習指導要領をこえる
ことも視野に入れた性教育が必要と感じている。
　性教育というと望まない妊娠や性感染症を防ぐ、という話だと思われがち
であるが、LGBTなど多様な性があること、いのちや自他を大切にするとい
うこと、男女共同参画のことなどを学ぶ。そのため、性教育は“人権教育”だ
と思っている。
　また、将来設計の一環として性について学ぶこと（妊娠・出産・育児・避妊
等）は“キャリア教育”でもある。
　“防犯安全教育”も、性と大きく関係している。日常生活の中でも、SNSで
も、子どもの性を狙った犯罪が多発している。子どもを性犯罪から守るとい
う視点を重視した防犯安全教育をお願いしたい。
　私は県内の小学校・高等学校で養護教諭をしていたが、早期退職をし
て、現在は性の出前授業や講演会をしている。養護教諭として勤務する中
で、性の問題を目の当たりにし、十分な教育がされず、傷ついたり傷つけた
りしてしまった子どもたちに出会ってきた。少しでもそれを減らしたいという
思いで、今の活動をしている。その活動の中でも、いじめ、暴力、虐待、貧
困、SNS、さまざまな問題が性の問題と深く関わっていることを実感してい
る。
　今後の三重県の教育施策を考えるうえで、性教育も重視していただき、
様々な教育と関連づけて取り組んでいただくことを強く願っている。

1 ① 34
　性に関する指導について、保健体育等の教科や学級活動等の特別活動等において実施して
いく等、主な取組内容における記述を修正しました。

63 1-(8)
健康教育・食育の
推進

31

子どもたちが、自らの人生や家族の大切さを考えるときに、この文言だけを
とりあげて記述するのは、偏っていると感じる。「いのち」の尊さ、誕生、生き
る、生命、健康と病気、というふうに学びを深める中で、「望まない妊娠」や
「性感染症の予防」という項目があるべきではないだろうか。

1 ③ 33
　現状と課題の⑦では、性に関する指導の内容について記述しており、望まない妊娠や性感染
症を予防するだけではなく、性に関する指導を通じて、子どもたちが自らの人生や家族の大切
さについて考え、行動できる力を育むことが重要であることから、このような記述としています。

64 1-(8)
健康教育・食育の
推進

31
「健康教育・食育の推進」の施策に対して、目標が歯磨き指導とフッ化物洗
口だけでは不十分ではないか。子どもたちが自分の健康について考える様
子や生活習慣の変容などを指標にする方が適切ではないか。

1 ③ 34

　歯と口の機能は、栄養の摂取等生命の維持に不可欠であるだけでなく、生活の向上にも結
びつくものであることから、歯と口の健康づくりは、生涯にわたり健康で充実した生活を送るた
めの基礎となる重要な取組です。
　しかしながら三重県では、子どもたちの一人あたりの平均むし歯数であるＤＭＦ指数が、全国
平均と比べ高い状況が続いており、大きな課題ととらえています。そこで、歯と口の健康づくり
の中心となる取組である歯みがき指導およびフッ化物洗口を指標とし、優先して進めたいと考
えます。
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65 1-(8)
健康教育・食育の
推進

31

地域の様々な健康づくりにおいては、市町が主となって進めるべき事業で
あり、その事業に関する事柄を県教育委員会が推進すべきものかと問われ
るとそうではないと考える。学校での集団におけるフッ化物洗口の実施が
始まる地域もあると聞くが、そもそもフッ化物洗口の実施については心配さ
れることが多くある。それが、安全性や管理について、有効性、環境問題等
である。そのような課題と思われる点が多い中、県教育委員会がフッ化物
洗口の実施を推進し、学校で集団フッ化物洗口が実施されることは、子ども
たち個人の意思決定権を侵害するおそれがある。さらに、各家庭で選択し
て行えばよいとも考えられるため、学校で行うという必要性がいまいち理解
できない。そのため、教育ビジョンに記述するべきでない項目と考える。

13 ③ 33

　歯科疾患の予防については、正しい歯みがき習慣の意識づけや確立、食習慣の改善に加
え、フッ化物に関する学習や利用も重要であり、学校や地域の実情に応じて効果的に行われ
るよう、市町教育委員会と連携して取り組んでいます。
　フッ化物洗口は、実施法が確立されており、全国の保育所（園）、幼稚園、学校において、多く
の園児・児童生徒を対象に、安全に実施されています。万が一、洗口液１回分を誤って飲み込
んでも健康上の問題はなく、アレルギーを起こしたり、悪化したりすることもありませんし、洗口
液を捨てることで環境汚染となることもありません。
　家庭においてむし歯予防を実施することは大切なことですが、家庭環境によっては、正しい食
事や歯みがきの習慣が確立されておらず、多数のむし歯のある子どもたちも見受けられます。
こうした中で、学校において、集団でフッ化物洗口を実施することは、すべての子どもたちに効
果をもたらす有効な手法であると考えています。
　また、学校等でフッ化物洗口を実施する場合、説明会等で正しい情報を伝え、保護者に希望
の有無を確認しますので、家庭で話し合ったうえで、実施するかどうか選択することができま
す。
本県では、みえ歯と口腔の健康づくり条例における基本的施策として、「学校等におけるフッ化
物洗口等の科学的根拠に基づく、効果的な歯科保健対策の推進」が定められているところであ
り、教育ビジョンにも明記して、フッ化物洗口の安全性等について正しく理解してもらえるよう周
知に努め、子どもたちの歯と口の健康づくりに取り組んでいきます。

66 1-(8)
健康教育・食育の
推進

32

「ライフデザイン」とは、将来の人生設計全般をさすはずなのに、なぜここで
は「妊娠・出産・子育て」のみ記述するのか。また、家庭を築くことや子育て
をすることのみに意義があるといった誤解をうむ危険性を感じる。少子化は
大きな社会問題であるが、家庭をもたない、子育てしない人生を選ぶ（選ば
ざるを得ない）ことがよくないというような教育に陥らないよう配慮が必要で
ある。（生産性云々になりはしないかと心配）

1 ① 34

　妊娠・出産だけではなく、子どもたちが性と生について考え、自他を大切にすることができるよ
う、学校教育活動全体を通じて性に関する指導の取組を進めていく旨、記述を修正します。
　また、妊娠や出産には適する時期があり、ライフデザインを考えるうえで妊娠や出産等の正し
い知識を学ぶことはとても重要ですが、人生設計には様々な選択肢があり、どれも大切なライ
フデザインであることに留意していく必要があると考えています。

67 1-(8)
健康教育・食育の
推進

32

朝食摂取について、基本的生活習慣が身についていない子に対して、計画
的、継続的にとりくんでいかなければならない。家庭と地域、学校との連携
が必要不可欠である。学校でも、食教育は行っているが、地域や行政団体
等で、子育て支援者などから手立てとして発信できるような、具体的な政策
をしめすことも大切ではないだろうか。

1 ③ 34

　県教育委員会では、子どもたちが自らの食生活に関心を持ち、望ましい食習慣を身につける
ことをねらいとして、朝食メニューコンクールを実施しており、取組を通じ、朝食摂取の重要性等
について、家庭や地域への啓発を図っています。
　朝食摂取を含む望ましい生活習慣の確立に向けた取組の状況については、市町の担当者
会議等で情報交換・発信を行い、先進的な事例の普及に努めていきます。
　今後も家庭、地域等に対して、朝食摂取の重要性を伝える広報活動を行うなど、普及啓発に
取り組みます。

68 1-(8)
健康教育・食育の
推進

32

郷土の食材について、郷土の食材は、地域の自然や食習慣、生活環境か
らうみだされたもので、創意工夫のつまったものも多い。しかし、現代の食
環境は、多様化し、便利なものもたくさんあり、地域の伝統的な食材や、食
文化の継承が途絶えてしまう可能性があることも危惧されている。昔から伝
わった食文化や、郷土の食材・料理からしか学べられないことがたくさんあ
るので、失われていかないよう発信していくことも必要であると考える。

1 ③ 34

　土地の産物を使って独自の料理法で作られ食べ継がれてきた郷土食や、日本古来から行わ
れてきた行事にちなんだ食べ物である行事食は、子どもたちが地域の産業や文化に関心を持
ち、郷土への理解を深め、食料の生産、流通、消費など食料事情等について理解するなど、教
育的効果が期待されるものです。各学校では、地場産物やその生産者への関心や理解が深
まる郷土の食材を活用したり、農業体験等の活動を行ったりするなど、家庭、生産者、地域、
大学・研究機関、企業等さまざまな主体と連携して、食育を行っています。
　さらに、学校給食に地場産物や郷土料理、行事食を取り入れ、教材として活用した食育を行
う「みえ地物一番給食の日」の取組も進めています。
　これらの取組を通して、引き続き地域の伝統的な食材や食文化を継承していくことができるよ
う努めていきます。
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69 1-(8)
健康教育・食育の
推進

32
三重県の課題は，早寝・早起き・朝御飯の確立がなされていないことなのだ
から，数値目標にするべきは，むし歯予防より「早寝ができている子どもの
割合」である。

1 ③ 34

　歯と口の機能は、栄養の摂取等生命の維持に不可欠であるだけでなく、生活の向上にも結
びつくものであることから、歯と口の健康づくりは、生涯にわたり健康で充実した生活を送るた
めの基礎となる重要な取組です。
　睡眠や食事等の望ましい生活習慣の確立は、子どもたちが生涯にわたり健康で充実した生
活を送るための重要な目標ですが、三重県では、子どもたちの一人あたりの平均むし歯数であ
るＤＭＦ指数が、全国平均と比べ高い状況が続いており、大きな課題であることから、むし歯予
防を含む歯と口の健康づくりの取組を指標とし、優先して進めたいと考えます。

70 1-(8)
健康教育・食育の
推進

32
食育の推進において、子ども食堂や環境問題の視点から「食品ロスの削
減」「エシカル消費」に関する言及があっても良いと思う。

1 ① 34 　主な取組内容に、食料の大切さへの理解を深める旨を追記しました。

71 2-(1)
主体的に社会を形
成する力の育成

35

労働基準法で定められたルールを知らずに、不当な条件でアルバイトをし
ている子どももいる。労働や社会保障制度に関する知識を身につけ、生涯
にわたる自己の生き方や働き方について考える力を育むことは重要であ
る。労働の尊厳について考えることや労働者の権利等について学習する機
会が保障されるよう、カリキュラムに労働教育の視点をとりいれることが必
要である。

4 ③ 37

　高等学校では、現代社会（新学習指導要領では公共）等の科目で、働くことや職業、雇用の
あり方、労働問題等について学んでいます。また、違法な時間外労働や賃金の不払い等のトラ
ブルに直面した場合に適切な行動をとることができるよう、労働保護立法を学び、トラブルを解
決するための様々な相談窓口についても学んでいます。さらに、国民の勤労権の確保やワー
ク・ライフ・バランスがとれるような働き方、社会保障制度の意義や役割等について学び、労働
の尊厳や労働者の権利等について考えるようにしています。
　教育ビジョンに直接の言及はありませんが、子どもたちが望ましい勤労観・職業観や勤労を
尊ぶ精神を身に付けることができるよう、今後も取組を推進していきます。

72 2-(1)
主体的に社会を形
成する力の育成

35

消費者教育について、小中学校においては社会科と家庭科を中心として、
高等学校においては、家庭科や公民科の授業において行っているというこ
とだが、表面的な制度上のことだけでなく、消費者教育の充実に向けて実
際にどのようなことを行うのか。また、校長は学校における消費者教育の充
実にどのように関わるのか。

1 ③ 37

　小学校期は、主体的な行動、社会や環境への興味をとおして、消費者としての素地の形成が
望まれる時期です。したがって、小学校期においては、社会科や家庭科等において、買い物の
仕組みや工夫、売買契約の基礎の理解や、消費者の役割についての態度を育成することをめ
ざします。
　中学校期は、行動の範囲が広がり、権利と責任を理解し、トラブル解決方法の理解が望まれ
る時期です。したがって、中学校期においては、社会科や技術・家庭科の家庭分野等におい
て、個人や企業の経済活動における役割と責任の理解や、自立した消費者として責任ある消
費行動についての態度の育成をめざします。
　高等学校期は、生涯を見通した生活の管理や計画の重要性、社会的責任を理解し、主体的
な判断が望まれる時期です。高等学校期における消費者教育は、家庭科や公民科等におい
て、契約の重要性及び消費者保護の仕組の理解を深めることや、倫理的消費（エシカル消費）
等の消費行動を実践できる態度の育成をめざします。
　以上の内容については、家庭科や社会科および公民科だけでなく、SDGｓの観点を重視した
学習や特別活動等においても取り組んでいきます。
　校長は、児童生徒に消費者市民社会の実現のために主体的に行動できる力を養うために、
リーダーシップを発揮し、学校の教育活動全体をとおした消費者教育の充実に努めていきま
す。
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73 2-(1)
主体的に社会を形
成する力の育成

36
数値目標を取組の累積数としてはどうか。

1 ④ 38

　高等学校においては、主体的、対話的で深い学びを重視し、これからの社会の形成者として
の資質・能力を育成することをめざしています。
　現在一部の高等学校では、社会的課題の解決に向けた考えを深める話し合い活動を実施し
ていますが、特定の学校のみでなく、取組が多くの学校に広がることをめざし、数値目標を設
定しました。

74 2-(1)
主体的に社会を形
成する力の育成

36
PBLの推進について、より具体的かつ実効力（解決力）のある「ビジネス教
育の推進」に対する言及が欲しい。 1 ③ 38

　本施策では、地域の方々や職業人など多様な人々と関わりながら、地域の特色や産業を題
材として取り組む課題解決型学習（ＰＢＬ）を推進することとして、課題の設定にあたっては、生
徒自身による主体的な課題発見が大切だと考えています。
　このことから、特定の分野における課題や取組内容をお示ししてはおりませんが、生徒が活
動を進めていく過程において、ビジネス等社会に出て必要となる資質・能力を身につけていくこ
とになると考えています。

75 2-(2)
キャリア教育の充
実

37

「発達段階に応じた系統的なキャリア教育の推進」について、ポートフォリオ
を使った教育の推進は、キャリアパスポートのことを指していると思うが、高
校までの取組であることから、県教委が作成していかなければ、ばらばらの
ものが出来上がると思うがその方向性はあるのか。

1 ③ 39

　「キャリア・パスポート」は児童生徒自らが記録し、振り返ることで、将来への展望を描くため
のものであり、発達段階や各地域・各学校における実態に応じ、柔軟に様式を設定することが
重要です。
　そのため、県教育委員会では、「キャリア・パスポート」の共通様式を定める必要はないと考
えています。

76 2-(2)
キャリア教育の充
実

38 数値目標を「県内の離職率」としてはどうか。 1 ④ 40

　本県では、子どもたちが学校での学習と自分の将来との関係に意義を見いだして学ぶ意欲
を高めるとともに、学校での学びが社会に役立てられるよう、子どもの発達段階や地域の実態
に応じた組織的・系統的なキャリア教育を推進しているところです。数値目標は、子どもたちが
目標を定め、先を見通して行動できる力はこれからの社会において必要な力であることを考
え、設定しました。
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77 2-(3)
グローカル教育の
推進

39

現状と課題の④に対応する取組内容の記載がほとんどない。グローカル教
育は、英語の習得や海外留学だけではなく、身近にいる外国につながる人
とのかかわりも含まれることにも目をむける必要がある。また、ALTとの出
会い、ふれあいは、子どもたちにとって大きな経験となるため、外国語指導
助手等の任用・確保についても触れるべきである。

3 ② 41

　④に対応する取組としては、ALT（外国語指導助手）やCIR(国際交流員)等との交流を通じ
て、異なる文化を持った人々とのコミュニケーションを促進するとともに、子どもたちが、互いの
国・地域の食文化や伝統行事等を紹介し合う取組や地域に暮らす外国人の方との交流など、
本県の特色を活かした多文化共生教育を推進することを基本施策２（３）グローカル教育の推
進の取組内容１に掲げているところです。
　このほか、県では、日本語指導が必要な児童生徒の日本語指導や学校生活への適応指導
等にあたる外国人児童生徒巡回相談員を県内の小中学校等へ派遣し、外国の文化や生活に
ついての国際理解教育に取り組むことで、児童生徒が互いの文化の違いを認め合い、協力し
ながら社会を創っていく力を育む支援をしています。（基本施策１（２）外国人児童生徒教育の
推進）
　小中学校における外国人指導助手につきましては、各市町教育委員会が主体となり、任用
や確保をすすめていますので、教育ビジョンでは直接的には、触れていませんが、主な取組内
容において、「異なる文化を持った人々とのコミュニケーションを促進」することを記載していま
す。

78 2-(3)
グローカル教育の
推進

40

　小学校の教育現場では、新たに導入される英語科教育の教材研究や教
材の自主製作などで休む間もない状況にある。「教材の提供などの取組を
進め」るとあるが、一刻も早く県下の全学校に、そのような教材（デジタル教
材を含む）を県費によって配布してほしい。これは待ったなし、喫緊の課題
である。
　また、「指導力の向上を図る研修を実施」とあるが、これは、いわゆる「働
き方改革」に逆行している。研修の重要性は理解できるが、それよりも、質
の高い英語教育を保証するのであれば、何といってもネイティブスピーカー
であるＡＬＴや英語専科教員の増員・拡充を進めていくべきである。

1 ③ 42

　令和２年度の新学習指導要領全面実施に伴い、小学校中学年に外国語活動が、小学校高
学年に外国語科が導入されます。中学年では、移行期間から引き続き、国から新教材“Let’s
Try!”が配布され、デジタル教材等を使用することができます。高学年においては、各地区で採
択された教科書が使用され、それぞれの教科書には、視聴覚教材等が用意されており、これら
を活用することができます。県教育委員会としては、研修会等を通じて、視聴覚教材を含め、教
科書を効果的に使用した授業改善に取り組んでいきます。
　また、ＡＬＴについては、各市町教育委員会が主体となり、任用や確保を進めているところで
す。
　そして、小学校英語の教科化に向けた体制整備を図るため、令和元年度は、小学校英語専
科教員を配置するとともに、小学校英語指導充実のための非常勤講師を配置しています。
　引き続き、国に対して小学校英語に係る教員の拡充を要望するとともに、非常勤講師の配置
に努めていきます。

79 2-(3)
グローカル教育の
推進

40

「英語教育の推進」について、「・・・発達段階に応じて実践的に英語を使用
できる環境を拡充します。」とあるが、市町の公立小・中学校に対しては、具
体的にはどのような取組を考えているのかが、分かりにくい。

1 ③ 42

　実践的に英語を使用できる環境としては、授業において、児童生徒が実際に英語を使用し
て、互いの考えや気持ちを伝え合うなどの言語活動と考えています。言語活動を授業の中心
に設定するなどの授業改善が進むように取組を進めています。
　具体的には、小中学校教員を対象にした授業改善の研修や、各市町教育委員会等の指導
主事を通じて、新学習指導要領の求める英語教育の内容について周知徹底を図るなどの支援
を行っていく予定です。
　今後も、小中学校等において、言語活動を中心とした授業改善を進め、児童生徒の「聞くこ
と」「読むこと」「話すこと（やり取り・発表）」「書くこと」の力をバランスよく育んでいくよう取り組み
ます。

80 2-(3)
グローカル教育の
推進

40
数値目標から、中学校卒業段階で英検３級以上相当の英語力を習得した
生徒の割合が削除された理由は何か。

1 ③ 42

　新学習指導要領では、小・中・高等学校で各発達段階に合わせた「コミュニケーションを図る
資質・能力の育成」という共通の目標のもと、英語教育を進めていきます。そこで、数値目標と
しては、これらの学びを通じて培った、高等学校卒業段階の生徒の英語力を数値目標としまし
た。
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81 2-(4)
知識を活用して新
たな価値を創り出
す力の育成

41

「ＳＴＥＡＭ教育の推進」について、ＳＴＥＡＭ教育を具体的にどう進めるの
か。時間数確保や教育内容等、学校のカリキュラム編成の負担にならない
か。

1 ③ 44

　STEAM教育により、他者と協働しながら新たな価値を創造できる資質・能力を育成するため、
「知る（知識・技術の習得）」と「創る（未知の課題や解決策を見出す）」とが循環する学びを研究
する必要があると考えています。
　具体的には、教科・科目、総合的な探究の時間、課題研究等において、学習活動がより探究
的になるよう、企業や大学等の先端技術や科学的なデータも活用しながら、課題解決型学習
を実践します。
　そのため、教育内容や教科横断的で実践的な学びにつながる教育課程についても研究を推
進していきます。

82 2-(4)
知識を活用して新
たな価値を創り出
す力の育成

42

「プログラミング教育の充実と情報活用能力の育成」について、計画的なプ
ログラミング教育の実現に向けて、カリキュラム例などが記載された手引き
等を作成していただきたい。

1 ③ 44

　教育課程は、各学校において編成するものとされており、プログラミング教育のねらいをふま
えつつ、学校の教育目標や児童の実情等に応じて工夫して取り入れていくことが求められてい
ます。
　各校において計画的にプログラミング教育を実施できるよう、県教育委員会では、プログラミ
ング指導者育成研修の受講者の実践事例集（９７事例）を編集製本し、県内全市町教委へ配
付するとともに、県内小学校教員がダウンロードできるようホームページ上にＰＤＦファイルで提
供しています。また、令和元年９月２６日付け「プログラミング教育の実施に係る取組状況等に
関する調査の結果について」において、「プログラミング教育を実施した（実施予定も含む）単元
や使用する教材等」を学年、教科等毎にまとめて情報提供するなど、支援を行っています。
　さらに、文部科学省・総務省・経済産業省によるWebサイト「未来の学びコンソーシアムによる
『小学校を中心としたプログラミング教育ポータル』」において、実施事例や教材が示されてい
ます。
　これらを参考にしていただきながら、各学校において、プログラミング教育を実施する場面
を、教育課程全体を見渡しながら適切に位置付け、必要に応じて外部の支援も得つつ、実施し
ていただきたいと考えています。

83 2-(4)
知識を活用して新
たな価値を創り出
す力の育成

42
数値目標を実社会の問題発見・問題解決の取組の累積数としてはどうか。

1 ④ 45
　実社会での問題発見・解決に生かしていく素地を培うものとして、教科横断的な学習活動が
重要であると考えています。その取組が、特定の学校のみでなく、多くの学校に広がることをめ
ざし、数値目標を設定しました。

84 3
特別支援教育の推
進

44

共生社会の実現のためには、「障害」のある子への個別の支援だけでなく、
ともに学べる環境づくりが不可欠である。「障害」の有無にかかわらず、とも
に学ぶことを前提とした授業形態や指導方法の工夫・改善を図るための施
策が必要である。全体的にインクルーシブ教育の視点が弱いと考える。子
どもたちが社会のなかで多くの人々とともに生き、未来にむかっていくため
には、学校がともに学ぶ場となること、ともに学ぶことを前提とした学校づく
りが大切である。「交流等を通して共に学ぶ」とあるが、「交流」だけではな
く、子どもがたがいにつながりあい、かかわりあうインクルーシブ教育をめざ
すべきと考える。

7 ① 46 　共に学ぶという視点から、「基本施策のめざす姿」および「主な取組内容」を修正しました。
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85 3
特別支援教育の推
進

44

共生社会の実現のためには、学校がともに学ぶ場であることを前提とした
学校づくりが必要である。「障害」のある子への個別の支援だけでなく、とも
に学べる環境づくりが不可欠である。子どもたちがたがいにつながりあい、
かかわりあうインクルーシブ教育をめざすことが大切だ。「障害」の有無に
かかわらず、ともに学ぶことを前提とした授業形態や指導方法の工夫・改
善をはかるための施策が必要である。
三重の学校教育においては、これまで「ともに生き、学ぶことを大切にした
教育実践」が数多く積み重ねられてきた。これらは、これからの「生きづらい
時代」にむけても非常に大切な視点となるはずである。子どもたちはちがう
考え方や、ちがう価値観と出あうことから気づき、そこから行動を変容させ
ていく。また、様々な考えを出しあうことで、困難や課題を乗り越えていくこと
ができる。ちがうものどうしが集まることで、それが豊かさとなる教育活動を
おこなっていくことに価値をおいた記述がほしい。

2 ③ 46

　共生社会の実現に向けては、障がいの有無に関わらず、全ての子どもが互いに尊重し合
い、よさを認め合えることが大切であることから、基本的な考え方で、障がいの有無に関わら
ず、お互いに尊重し合う共生社会の実現のため、特別支援教育に関する理解を広げていくこと
が必要であることを記載しています。
　また、施策（１）では、
・特別な支援を必要とする子どもを含む全ての子どもが、互いに尊重し合い、よさを認め合える
人間関係を育むことが大切であること
・全ての子どもたちが「学ぶ楽しさ」「わかる喜び」を実感できるよう、授業のユニバーサルデザ
イン化を一層推進すること
・互いを理解し共に支え合う関係が築ける学級づくりを進めること
を記載しています。

86 3
特別支援教育の推
進

44

インクルーシブ教育についての視点が弱いと考える。特別支援が必要な子
が、すべての教科を協力学級でし、担任がその支援につくことは、認められ
ていない。情緒障害の児童は、知的には問題がないので授業を理解するこ
とはできるが、集中しづらかったり気分のむらがあったりする。そこを支援で
きれば学習についていけることが多いため、特別支援学級で学習しなくても
いい状況が多い。もっと現場の様子や児童、保護者の思いに柔軟に対応で
きるような文言にしてもらいたい。

1 ③ 46

　特別な支援を必要とする子どもたちが、最も適切な学びの場において、「学ぶ楽しさ」「わかる
喜び」を実感できることが大切です。就学時に決定した学びの場については固定したものでは
なく、発達の程度や障がいの状態、適応状況等を踏まえ、本人・保護者の思いを十分に尊重し
たうえで、一人ひとりの教育的ニーズに応じて市町教育委員会が総合的に判断しています。通
常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった多様な学びの場から、最も
適切な学びの場が選択できるよう、本人・保護者と十分に合意形成を図っていただきますよう
お願いします。

87 3
特別支援教育の推
進

44 企業への就職率ではなく定着率を目標に掲げる方がよいのではないか。 1 ③ 46

　特別支援学校では、本人・保護者の思いに寄り添った丁寧な進路支援を進めるとともに、働
き続けることができるよう、関係機関と協力した定着支援を進めています。
　就職先についても、職場実習を繰り返す中で、本人の適性を企業等にもご理解いただき、無
理のないよう進めています。今後も、本人の気持ちも十分に聞き取ったうえで進めていきます。

88 3
特別支援教育の推
進

44

どこの項目においても「障害のある子どもたちと障害のない子どもたち」と
障害の有無で二分化した書き方になっている。しかし、現代の子どもたちの
特性は多様化しており、障害の有無で二分化することはできない。二分化
した書き方ではなく、「すべての子どもたちがともに学ぶ」といった書き方で
統一すべきではないか。

1 ③ 46

　教育ビジョンでは、三重の教育における基本方針として、誰一人取り残さない、みんなが大事
にされる安全・安心の三重の実現を挙げています。
　その中でも、特に、特別な支援を必要とする子どもたちへの施策として、施策３に記載してい
る施策３-（１）では、全ての子どもが、「学ぶ楽しさ」「わかる喜び」を実感できるよう授業のユニ
バーサル化を進めることや、互いに尊重し合い、よさを認め合える人間関係を育むことが大切
であることを記載しています。
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89 3-(1)
一人ひとりの学び
を支える教育の推
進

45 「一人一人」ではなく、「一人ひとり」という文言にした意図は何か。 1 ③ 47
　教育ビジョンにおける文言の使用等にあたっては、教育ビジョンと同様に現在策定を進めて
いる「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」、次期「三重県教育施策大綱」における用例を参
考としています。

90 3-(1)
一人ひとりの学び
を支える教育の推
進

45
合理的配慮について、「２６ページ参照」とあるが、文言説明の記載は２４
ページにある。

1 ① 47

「合理的配慮」という言葉については、「一人ひとりの学びを支える教育の推進」の掲載ページ
よりも前（「人権教育の推進」）に記載があることから、その注釈については「人権教育の推進」
に掲載することとし、「一人ひとりの学びを支える教育の推進」のページにおいては、その注釈
の記載ページ数を参照する旨の記述をしました。

91 3-(1)
一人ひとりの学び
を支える教育の推
進

46
「切れ目ない支援体制の充実」について、支援情報ファイルとは、パーソナ
ルカルテのことなのか。 1 ① 48

　支援情報ファイルはパーソナルカルテのことです。県教育委員会では、平成24年度からパー
ソナルカルテを活用し、支援情報が切れ目なく引き継がれるよう、取組を進めてきました。活用
数は年々増加していますが、乳幼児期からの支援情報が記載でき、本人・保護者にとってより
使いやすいものになるよう、今年度中に再構成し、「パーソナルファイル」と名称変更する予定
です。

92 3-(1)
一人ひとりの学び
を支える教育の推
進

46

センター的機能として、特別支援学校が主催する研修会等を地域の小中学
校の特別支援学級または通常の学級担任へ紹介していただくのはありが
たい。今後は、地域の小中学校の特別支援学級または通常の学級担任を
対象とした研修会も開催してほしい。

1 ③ 48
　特別支援学校のセンター的機能として、県内の地域ごとに研修会の実施や、小中学校等へ
の支援、特別支援学校での授業体験、授業研究等の公開等を行っています。今後も引き続
き、特別支援学校のセンター的機能として、小中学校等への支援に努めていきます。
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93 3-(2)

特別支援学校にお
ける自立と社会参
画に向けた教育の
推進

47
学習指導要領では「自立と社会参加」という表記が多いが、「自立と社会参
画」という文言を使用した意図は何か。

1 ③ 49
　特別支援学校で学ぶ子どもたちが、卒業後、居住する地域で、より積極的に社会と関わって
いくことをめざして「自立と社会参画」という文言は、現行ビジョンでも使用しており、引き続き、
次期ビジョンにおいても同様の表現としました。

94 3-(2)

特別支援学校にお
ける自立と社会参
画に向けた教育の
推進

47
「特別支援学校には、日常的に医療的ケアを必要とする子どもたちが在籍
しており・・」とあるが、地域の小中学校にも日常的に医療的ケアを必要とす
る子どもたちがいることを文言として、⑴のどこかに表記してほしい。

1 ① 50 主な取組内容（安全・安心・健康な生活を送るための取組）における記述を修正しました。

95 3-(2)

特別支援学校にお
ける自立と社会参
画に向けた教育の
推進

48
「交流活動等を通じた特別支援教育の理解啓発」について、交流及び共同
学習について、保護者及び本人の意向を踏まえた居住地校交流を進める
ような内容に修正してほしい。

1 ① 50 　主な取組内容（交流活動等を通じた特別支援教育の理解啓発）の記述を修正しました。

96 3-(2)

特別支援学校にお
ける自立と社会参
画に向けた教育の
推進

48

「特別支援学校における学習環境づくり」について、スクールバスに1時間
以上乗車して特別支援学校に通うことが無いように、児童生徒の負担を考
えて、「・・・スクールバスの配備・・・」を「・・・スクールバスの増車・・・」として
ほしい。

1 ③ 50
　特別支援学校のスクールバスについては、毎年運行経路の見直しを行うとともに、児童生徒
数の増加に対応するための増車や老朽化に対応した更新を進めているところです。引き続き、
増車を含めた計画的な配備を行っていきます。
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97 4-(1)
いじめや暴力のな
い学校づくり

51

子どもたちのなかには、あるがままの存在を認められない子ども、周りの空
気を読むことにつかれている子ども、やり場のない思いから周りや自分自
身を傷つけてしまう子ども等がいる。教員が子どもたちの行動や言葉のわ
ずかな変化に気づき、子どもの精一杯の訴えをとらえられるよう、普段から
しっかりと子どもたちの声を聴き、子どものようすをよく見て、職員間で情報
を共有することが何より大切である。

4 ③ 53

　いじめや暴力・不登校は、どの学校、どの子どもにも起こりうるものであるという認識に立ち、
早期に発見し、早期に対応することが重要です。
　特にいじめについては、子どもたちを守るため、被害性に着目した積極的な認知を進めるとと
もに、一部の教職員が一人で抱えることなく組織としての対応が適切になされていくことが大切
です。いじめの訴えがなくても、日常の児童生徒の言葉のやり取りや、態度の中に、いじめに
つながることはないか等の意識を教職員が持つこと等により早期発見・早期対応に努めていき
ます。

98 4-(1)
いじめや暴力のな
い学校づくり

51

学校でネット利用に関する話がされているが、本人たちは全く真剣に考えて
いないように思う。中学生の息子は、オンラインゲームのあったこともない
相手には丁寧に挨拶するのに、親をバカにするような態度をとることがあっ
た。人としてのマナー・ルールはネットの中だけでなく、日常から遣うものだ
ということがわかっていない。

1 ③ 53

　現在、オンラインゲームを含むSNSなどで出会った人とのトラブルが増えています。自分の話
や悩みを聞いてくれたり、同じ趣味で話が合うからといって、会ったこともない見ず知らずの人
を信用してしまうことで、生命、身体に関わる犯罪の被害者となるような、深刻な事件に巻き込
まれる危険性があります。
　こうしたことを他人事ではなく、自分事として捉え、自分が困ったときに本当に一緒になって親
身に考えてくれる親の存在について、一度お子さんと話し合ってみるのも良いと思います。その
上で、スマートフォン等、ＳＮＳの使い方に関するご家庭でのルール作りにもぜひ取り組んでみ
てください。

99 4-(1)
いじめや暴力のな
い学校づくり

51

子どもたちの中には、自分自身の存在を認められない子、やり場のない思
いから周りや自分自身を傷つけてしまう子等がいる。教員が子どもたちの
行動や言葉のわずかな変化に気づき、子どもの精一杯の訴えをとらえられ
るよう、普段からしっかりと子どもたちの声を聴き、子どもの様子をよく見
て、職員間で情報を共有することが何より大切である。教員が業務に追わ
れ全く心身ともに余裕がない状態では，上記のことは不可能と言える。その
実現のためには，人的加配を行い一人一人の業務の削減が絶対条件と言
える。

1 ③ 53

　いじめや暴力・不登校は、どの学校、どの子どもにも起こりうるものであるという認識に立ち、
早期に発見し、早期に対応することが重要です。特にいじめにつきましては、子どもたちを守る
ため、被害性に着目した積極的な認知を進めるとともに、一部の教職員が一人で抱えることな
く組織としての対応が適切になされていくことが大切です。いじめの訴えがなくても、日常の児
童生徒の言葉のやり取りや、態度の中に、いじめにつながることはないか等の意識を教職員
が持つこと等により早期発見・早期対応に努めていきます。
　また、いじめや暴力行為等に対応するため、令和元年度は、中学校に教員を配置し、生徒指
導の充実に取り組んでいます。また、生徒指導担当教員の授業軽減のため、小中学校に非常
勤講師を配置したところです。引き続き、生徒指導の充実につながる教員の配置に努めていき
ます。

100 4-(1)
いじめや暴力のな
い学校づくり

51
いじめの悲しい事件が起こっている。学校はいったいなにをしているのか。
当然、すべてのいじめを防ぐことは無理なことはわかるが、なんとかしてほ
しい。

1 ③ 53

　いじめはどの学校、どの子どもにでも起こりうるという理解のもと、いじめられている子どもを
守るためにも、早期に発見し、早期に対応することが重要です。
　いじめの疑いがある事案については、担任または一部の教員が抱え込むことなく法の定義に
従って、学校組織としてしっかりと対応していきます。また、いじめの訴えがなくても、日常の子
どもたちの言葉のやりとりや態度の中に、いじめにつながることはないか等の意識を教員が持
ち、被害性に着目したいじめの積極的な認知、早期の対応に努めていきます。
　さらに、さまざまな課題を抱えた子どもたちに対しては、学校からの要請に応じて、スクールカ
ウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を派遣し対応していきます。
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101 4-(1)
いじめや暴力のな
い学校づくり

51

私たちは、子どもたちをいじめや暴力の加害者・被害者にさせたくはない。
しかし、全国的なニュースを見ていても、いじめや暴力が問題化している。
なぜ、いじめや暴力に人は走ってしまうのだろうか。その多くが、社会の中
で孤独感や疎外感、何らかのストレスや不安を感じている。もちろんいじめ
や暴力に対しては厳しく指導していくことは大切であるが、それ以前にいじ
めや暴力に走らせない日々のなかまづくりや教師との信頼関係が重要であ
る。

1 ③ 53

　いじめや暴力行為にいたる要因・背景は複雑化・多様化しています。そのため、まずは子ども
たちが安心して学ぶことができる居心地の良い学校づくりや魅力ある学校・学級づくりを進める
ことが子どもたちにとって必要であると考えます。同時に、いじめや暴力はどの学校、どの子ど
もにでも起こりうるという理解のもと、被害を受けている子どもを守るためにも、早期に発見し、
早期に対応することが重要です。
　特に、いじめについては、日常の子どもたちの言葉のやりとりや態度の中に、いじめにつなが
ることはないか等の意識を教員が持ち、被害性に着目したいじめの積極的な認知、早期の対
応に努めていきます。
　また、さまざまな課題を抱えた子どもたちに対しては、学校からの要請に応じて、スクールカ
ウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を派遣し対応していきます。

102 4-(2)
防災教育・防災対
策の推進

55

学校での避難所運営に欠かせないものは、国の防災基本計画の改正や男
女共同参画基本計画の策定から見てもわかるように、ジェンダーの視点で
ある。性別（多様な）の違いによってニーズは大きく異なるものであるという
視点を忘れないでほしい。更衣室やトイレ、入浴設備等におけるプライバ
シー確保の工夫やプライバシーを確保するがための安全性の確立等も同
じである。照明・街頭の設置やヘルプラインなどがそれにあたる。（多く被害
にあう）女性・子どものみならず、すべての人が避難所において犯罪にまき
こまれないよう、また女性の障害者については、性暴力を含む犯罪の対象
となる可能性も高いため、避難所での配慮や在宅避難中の防犯対策につ
いても、「防災教育・防災対策の推進」において、記述がほしい。

1 ③ 57

　三重県では、防災対策部において「三重県避難所運営マニュアル策定指針」を定め、市町と
連携し、地域住民を中心とした避難所運営体制の整備を進めています。
　この指針の中では、避難所生活において配慮や支援が必要な高齢者、障がいのある方、外
国人等の要配慮者のほか、女性や子どもにも十分配慮がいきわたるよう、避難所運営委員会
には女性や障がい者をメンバーとして必ず入れることを原則として示しています。
　また、学校が避難所となる場合には、教職員も施設管理者として避難所の開設・運営に一定
の関わりを持つことから、県教育委員会が作成した「学校における防災の手引き」の中で、学
校が避難所となった場合の対応として、「女性や高齢者、障がい者等への配慮」を掲げていま
す。

103 4-(2)
防災教育・防災対
策の推進

55

学校における防災対策として、家庭・地域との連携が今後の鍵となるので
はないか。大雨による水害や土砂災害が多発している中、学校を中心とし
た対応がとれるようしっかりと触れてほしい。また水害が起こりにくい、津波
が押し寄せない地域だからそれに対応する防災教育・対策をとらないので
はなく、地域同士が連携した対応をとれる「共生」の教育について触れてほ
しい。

1 ③ 57

  学校が家庭や地域と連携して防災対策を進めることは大変重要であると考え、次期教育ビ
ジョンでは、「基本施策４　安全で安心な学びの場づくり」の「２　防災教育・防災対策の推進」に
おいて、「家庭、地域との連携」を主な取組内容の一つとして掲げています。
　また、「家庭や地域と連携した防災の取組を実施している学校の割合」を数値目標の指標と
して設定し、目標値を１００％とすることで、令和５年度までに県内のすべての学校で家庭や地
域と連携した防災教育・防災対策が実施されるよう、取組を進めることとしています。

104 4-(2)
防災教育・防災対
策の推進

56

災害時の学校支援体制の整備について、今年の台風災害において障害者
が地域の避難所をたらい回しにされたり、安心して避難できる場所がなく、
その結果、逃げ遅れたケースが大きな課題であるとも報道されている。この
ことから保護者の要望が強い、特別支援学校の避難所指定と整備に向け
ての言及が必要ではないか。

1 ③ 58

　一般の避難所で生活することが困難な障がい者の避難先の確保については、これまでの災
害でも大きな課題となっています。
　県立特別支援学校においては、平成２５年度から学校防災リーダー等で構成する「特別支援
学校防災機能強化検討委員会」を設置し、特別支援学校の防災上の課題を解決するための
検討を行ってきたところです。
　特別支援学校には、日常的に心理面や医療面での配慮が必要な児童生徒も多く、通い慣れ
た学校に避難することで不安の軽減などが見込まれることから、在校生や卒業生が被災した
際の避難先として、県立特別支援学校の活用が期待されています。
　一方で、避難所指定は、市町が行うこととされています。
　このため、県立特別支援学校を避難所として指定することについては、被災した在校生や卒
業生の受入れも視野に入れながら、市町との協議が必要となります。今後は、個々の学校の
実情もふまえ、市町との協力体制などについての課題を整理しながら、「特別支援学校防災機
能強化検討委員会」において検討を進めたいと考えています。
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105 4-(3)
子どもたちの安全・
安心の確保

57

「学校・家庭・地域および関係機関等が連携した安全確保の推進」につい
て、スクールガードリーダーを改めて配置するのか。地域の見守り隊の取
組と何が違うのか。新たなガードリーダーの配置はそのような人材確保は
不可能であるし、何か予算を継続的につけていかないと難しいと考える。見
守り隊の方々に研修会を持つ程度が限界ではないか。

1 ③ 59

　子どもたちの通学路等における安全を確保することは大変重要なことであり、すでに学校・家
庭・地域が一体となって学校安全ボランティア（スクールガード等）による見守りが行われてい
るところです。
　現在、本県においては、学校安全ボランティア（スクールガード等）への指導・助言を行う専門
的アドバイザーとしてのスクールガード・リーダー（熟練のスクールガードや警察ＯＢ等）が位置
づいておりません。
　県教育委員会としては、登下校時の見守りの質をさらに向上させるためにも、「スクールガー
ド・リーダー育成講習会」等を主催し、各地域で活動している学校安全ボランティア（スクール
ガード等）の中から、あるいは警察署や消防署職員のＯＢ等の中から、一人でも多くのスクー
ルガード・リーダーが育成され、県内に位置づけられるよう市町等教育委員会に働きかけると
ともに、積極的に支援していきます。

106 4-(4)
不登校児童生徒へ
の支援

61

「新たな不登校を生まない環境づくり」について、子どもたちのなかには、あ
るがままの存在を認められない子ども、周りの空気を読むことにつかれて
いる子ども、やり場のない思いから周りや自分自身を傷つけてしまう子ども
等がいる。教員が子どもたちの行動や言葉のわずかな変化に気づき、子ど
もの精一杯の訴えをとらえられるよう、普段からしっかりと子どもたちの声を
聞き、子どものようすをよく見て、教員間で情報を共有することが何より大
切である。そのためには、子どもと関わる時間や職員間で情報を共有する
ための時間の確保が必要である。

2 ③ 63

　不登校児童生徒数は、全国でも本県でも増加傾向にあり、不登校の要因・背景は、子どもた
ちの抱える「不安」や「無気力」をはじめ、複雑化・多様化している状況にあります。
　そのため、まずは子どもたちが安心して学ぶことができる居心地の良い学校づくりや魅力あ
る学校・学級づくりを進めることが「不登校の要因を解消する」ことになり、新たな不登校を生ま
ない環境づくりにつながるものと考えます。
　また、すでに不登校にある児童生徒に対しては、当該児童生徒が将来的に精神的にも経済
的にも自立し、豊かな人生を送れるよう、社会的自立に向けて支援することが必要であり、学
校に登校するという結果のみを最終目標にするのではなく、当該児童生徒が自らの進路を主
体的にとらえ、社会的に自立することをめざすことが大切だと考えます。
　したがって、当該児童生徒の不登校の要因・背景を個別具体に把握し、子どもたち一人ひと
りのニーズにあった支援方法を分析することで丁寧な支援をめざしていきます。特に、当該児
童生徒が、学校内外のどの相談機関にも関わりを持てていない場合には、多様な学びの場を
保障するという観点から、教育支援センターの指導員等が家庭訪問するなど、民間施設（フ
リースクール等）に関する情報提供等、多様な視点から必要な支援を行っていきます。

107 4-(4)
不登校児童生徒へ
の支援

62
「多様で適切な不登校支援の推進」について、多様で適切な不登校生徒の
支援についてＩＣＴ等の活用に触れなくてよいのか。 1 ③ 64

　不登校児童生徒の中には、不登校であることによる学習の遅れなどが進路選択の妨げに
なっている場合があります。この点については、文部科学省より、不登校児童生徒が自宅にお
いてIT等を活用した学習活動を行った場合の積極的な対応について、不登校児童生徒の自宅
における学習活動を引き出し、その結果を学校として適切に評価していくことが、少しでも学習
の遅れを取り戻し、将来の社会的自立に向け大切なこととされています。
　現在、ICT機器を活用し、在籍校の授業を自宅のパソコン等に配信するなど、不登校児童生
徒に対してIT等を活用した積極的な学習活動を実施している都道府県は全国的にも少なく、本
県においても未だ例がありません。
　こうしたことから、今後は教育支援センターの指導員等が家庭訪問などをとおして、保護者と
面談する中で、ICT機器による学習支援も十分視野に入れながら、今後の社会的情勢とともに
不登校児童生徒への支援を検討していきたいと考えます。

108 4-(5)
学びのセーフティ
ネットの構築・学び
の継続

63
ひとり親家庭は、もしかしたら生活保護世帯より貧困かもしれない。パート
での収入には限りがあるほか、養育費不払いなどもある。保護を受けるに
も制限があり、申請するまでに勇気が必要である。

1 ③ 65

　平成２８年度厚生労働省の国民生活基礎調査によるとひとり親家庭の貧困率は５０．８％と
経済的に厳しい状況となっています。そこで、県では、「ひとり親家庭等自立促進計画」を策定
し、「親への就業支援」「子育てと生活のための支援」「子どもへの学習支援」「経済的な安定の
ための支援」「相談機能の充実と各種支援制度の周知」「父子家庭に対する支援の充実」に取
り組んでいます。
　具体的には、一定の条件のもと、自己の能力開発を行う父母への給付金の支給や三重県母
子・父子福祉センターにおけるパソコン等の就業支援講習を実施しています。また、各市町・県
福祉事務所で母子・父子自立支援員による相談や三重県母子・父子福祉センターで弁護士に
よる養育費等の相談を実施しています。
　また、生活保護に至らない生活困窮者等を対象に、生活困窮者自立支援制度があり、自立
相談支援機関（福祉事務所設置自治体に開設された相談窓口）で相談を受けています。相談
は現に生活に困窮されている方だけでなく、生きづらさを抱える方なども対象としており、個々
の状況に応じた支援を行っています。
　なお、生活保護につきましては、福祉事務所の窓口で、制度の説明や各種社会保障制度の
活用等について助言を行っています。
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109 4-(5)
学びのセーフティ
ネットの構築・学び
の継続

65

社会的養護が必要な子どもたちの「進路」について、学校は、子どもたちが
夢や希望をもてるよう、将来にむけた人生設計がつくれるよう、関係機関と
ともに責任をもって支援しなければならないと考える。そのための子どもた
ちへの理解が必要である。

1 ② 67

　里親家庭や児童養護施設で生活している子どもたちに対する理解を深めるとともに、関係機
関との連携強化を図っていくことが重要です。こうしたことから、「社会的養護が必要な子どもた
ちへの支援」として、教職員等における社会的擁護が必要な子どもたちへの理解促進や関係
制度の周知の取組等について記載しているところです。

110 4-(5)
学びのセーフティ
ネットの構築・学び
の継続

65
日本における生活保護は，捕捉率が極めて低く，セーフティネットとしての
機能が果たせていない。生活保護受給世帯でない世帯の隠れた貧困も問
題であるのに，この数値目標ではそれを計測出来ないのではないか。

1 ③ 67
　指標を「生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率」から「生活困窮家庭またはひと
り親家庭の高校生世代が利用できる学習支援を実施する市町数」へ変更しました。

111 4-（6） 学校施設の充実 67

「現状と課題」のところでは、①～⑤の項目にその認識が挙げられている
が、網羅的に書かれており、その緊急度や重要度があまり伝わってこな
い。優先順位をつけるなど、重点的に着手していくような展望の持てるビ
ジョンにしていただきたい。
また、「主な取組内容」の２のなかで「トイレの乾式清掃の床への転換」とあ
るが、湿式・乾式の選択については、学校現場、特に清掃指導にあたる先
生方の意見も十分に聞いたうえで進めていっていただきたい。
ＰＣＢの課題と合わせ、今後生産終了した蛍光灯に代わる照明機器の更新
についても、計画と予算の検討をお願いしたい。

1 ③ 69

　学校施設の充実においては、学校で学ぶ児童生徒の安全を守ることが最も重要であると考
えており、その考え方に基づき記載順等を検討しています。
　また、老朽化対策の実施にあたっては、学校と協議しながら取組を進めていきたいと考えて
いますが、トイレの床の湿式から乾式への転換については、湿式は感染防御の点からは極め
てリスクが高いとされており、衛生面での機能向上を図るという観点から、便器の洋式化とあ
わせて転換を進めるものです。
　なお、照明機器の更新については、省エネルギー化につながるLED照明への更新を予算の
範囲内で進めていきたいと考えています。

112 4-(6) 学校施設の充実 67
地域の学校には、トイレの配管のつまりや鍵の開閉がスムーズに行えない
現状がある。設備の改修を早急にお願いしたい。

1 ③ 69
　県立学校のトイレについては、大便器の洋式化や乾式清掃の床への転換を計画的に進めて
いきたいと考えており、その際には、配管やトイレのブースについても、あわせて改修すること
を考えています。
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113 5-(1)
地域とともにある学
校づくり

71

子どもたちの多様な学びと育ちを支えるため、地域とともにある学校づくり
を推進する必要があるのは基本的な考え方の通りではあるが、持続可能な
地域社会にも目を向けた学校づくりについても求められている。地域との協
働や地域の持続可能といった側面からも「地域に学校がある」ことの重要さ
があると思う。もちろん、修学面においても地域によって学校の選択肢が著
しく異なることのないようにしなくてはならないわけであり、「地域に学校が
ある」ことの重要さについてしっかりと触れ、支援してほしい。
　また、学校経営について経営基盤を強化できる制度の取り組みを進めて
ほしい。地域連携した学校運営ができる制度の導入についても明示してほ
しい。

1 ③ 73

　コミュニティ・スクールについては、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が平成29
年3月に改正され、各教育委員会に、保護者や地域住民が学校運営に参画する仕組みである
学校運営協議会の設置が努力義務化されました。
　学校運営協議会を設置することで、学校・家庭・地域で課題やビジョンを共有し、地域で子ど
もたちを育む仕組みが確立するとともに、地域と連携した学校運営が実現するものとなります。
　県教育委員会としては、教育ビジョンに示したコミュニティ・スクールの仕組みを活用した学校
運営の促進を通じて、「持続可能な地域社会にも目を向けた学校づくり」、「地域と連携した学
校運営」等の実現を図っていきます。

114 5-(1)
地域とともにある学
校づくり

72
数値目標を学校の数とすると，取組内容の充実を理由にして、新しい取組
を行わない学校を増やすことになるのではないか。

1 ③ 74

　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が平成29年3月に改正され、各教育委員会
に、保護者や地域住民が学校運営に参画する仕組みである学校運営協議会の設置が努力義
務化されました。
　学校運営協議会を設置することで、学校・家庭・地域で課題やビジョンを共有し、地域で子ど
もたちを育む仕組みが確立するとともに、地域と連携した学校運営が実現することが期待され
るところ、設置数を増やすことがまずは重要と考えています。
　県教育委員会としては、教育ビジョンに示したコミュニティ・スクールの仕組みを活用した学校
運営について、好事例を紹介する研修会等を実施し、地域とともにある学校づくりの充実に取
り組んでいきます。

115 5-(2)
学校の特色化・魅
力化

73

それぞれの学校や地域の実情に配慮し、教職員の定数増等の教育条件整
備を含む各学校への支援も必要である。また、通学に要する時間や費用の
側面からも「地域に学校がある」ことが修学の支援につながる。子どもたち
一人ひとりの自己実現や教育機会の保障がされ、生まれた場所によって学
校の選択肢が著しく異なることのないようにするべきである。

3 ③ 75

　学校規模の適正化や配置については、児童生徒が集団の中で多様な考えに触れ、認め合
い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて、思考力や表現力、判断力、問題解決能力などを
育み、社会性や規範意識を身につけることが重要となります。また、そうした教育を十分に行う
ためには、一定の規模の児童生徒集団が確保されていることや、専門性などについてバラン
スのとれた教員配置が望ましいことから、一定の教員数が必要であると考えています。 地域の
状況や学校の果たす役割、学校の特色等に配慮するとともに、地域の方々の声を聴きなが
ら、総合的に検討していきます。

116 5-(2)
学校の特色化・魅
力化

73

「めざす姿」に述べられた高等教育の理想「子どもたちが自らの興味・関心
や将来の進路希望に応じて学校を選択し、主体的に学び、社会性を育む
場」の体現は、現状と程遠い。特に地方や過疎地ほどそうである。文科大
臣が英語入試に関わって「身の丈に合わせて受験」と発言するなど、子ども
たちの気持ちや現場の困難さを全く考えない国の教育行政を何とかしない
限り不可能であると言わざるを得ない。「小1プロブレム」よりも「政権プロブ
レム」の方がはるかに重篤である。

1 ③ 75

　高等学校においては、地域でどのような役割を担い地域に貢献するかという視点を大切にし
ながら、新しい時代に必要となる力の育成や多様なニーズに対応した教育を進め、これまで以
上に生徒一人ひとりの学習ニーズに応え、教職員の資質・能力を高めるなどの取組を進めるこ
とで学校の魅力を高め、生徒や保護者から選ばれる学校づくりをめざしています。今後はさら
に、地域や産業界と協力しながら、各校の特色化・魅力化を進めていきます。
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117 5-(2)
学校の特色化・魅
力化

74

「学校や地域の特色を生かした道徳教育、郷土教育、環境教育等を進め」
るに当たっては、地域の人材登用が大きな課題となる。地域による教育力
の差（格差）が出ないように、学校任せにするのではなく、必要な予算措置
を行って支援していくべきである。さもなくば、地域教育は、年を追って衰退
していくだろう。

1 ③ 76

　高等学校においては、「県立高等学校活性化計画」に基づき、学校は、地域でどのような役
割を担い地域に貢献するかという視点、地域は、学校のために何ができるかという視点をお互
いに持ちながら、地域にある学校という特色を最大限生かした教育の推進に取り組んでいま
す。具体的には、学校と地域をつなぐコーディネーターを配置して、地域と連携した課題解決型
学習（PBL）に取り組むなど、予算措置も行っており、今後もさらに、地域や産業界と協力しなが
ら、各校の特色化・魅力化を進めていきます。

118 5-(2)
学校の特色化・魅
力化

74

そもそも「望ましい学校規模」「適正規模」とは何か。学校統合によって、県
下でも地域からどんどん学校がなくなっている現状を望ましいとは思わな
い。少人数であっても充実した教育を保障することこそ肝要であると考え
る。地域に学校がなくなることによって、過疎化に拍車がかかることは容易
に想像できることであり、児童生徒の人数だけで軽々に統合の判断をする
ことに対しては断固反対である。

2 ③ 76

  学校の統合については、児童生徒の学習環境の整備等の教育的な効果や通学状況、各学
校が地域で果たす役割等の観点から総合的に検討することが必要であると考えています。児
童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通じて
一人ひとりの資質・能力を伸ばしていくという学校教育の目的をふまえながら、児童生徒の成
長を支える環境を整えることを大切にして、各校の特色化・魅力化を進めていきます。高等学
校の統廃合につきましては、地域の状況や学校の果たす役割、学校の特色等に配慮するとと
もに、地域の皆さんの声を聴きながら、総合的に検討していきます。

119 5-(2)
学校の特色化・魅
力化

74
数値目標を学校の数とすると，取組内容の充実を理由にして、新しい取組
を行わない学校を増やすことになるのではないか。

1 ③ 76

　将来地域を創造していくことができる人材育成につなげるため、地域や産業界と連携した活
性化に取り組むことは重要であると考え、指標を設定しました。
　一部の学校や、特定の地域にある学校での取組に集中することなく、県内全域の高等学校
で偏りなく実施されることが大切であると考え、県立高等学校の数を指標として設定しました。

120 5-(3)
教職員の資質向上
とコンプライアンス
の推進

75
「校長及び教員としての資質の向上に関する指標」について、市町立小中
学校事務職員に係る資質の向上に関する指標が今年度末策定の予定で
あるが、そのことにも言及すべきである。

1 ① 77

　「現状と課題」の②にある「校長及び教員としての資質の向上に関する指標」の後に「等」を追
記しました。
　なお、「主な取組内容」の「ライフステージと職種に応じた研修の実施」の文面にある「教職
員」の表記には「事務職員」も含まれるという認識のもとに記載しています。今後は、指標をふ
まえ、職種や経験に応じた専門性やマネジメント力の向上に向けた研修を実施していきます。
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121 5-(3)
教職員の資質向上
とコンプライアンス
の推進

75 現状と課題⑧について、三重県はその必要を感じていないのではないか。 1 ③ 77
　教員の採用選考については、三重県公立学校教員採用選考試験実施要項に示す教員とし
て求める人物像に基づき実施しているところです。また、毎年、試験の実施方法、応募要件の
点検・見直しを行い、改善に取り組んでいるところです。

122 5-(3)
教職員の資質向上
とコンプライアンス
の推進

76

ＯＪＴの推進と中核的リーダーの育成について、働き方改革の中教審答申
においても「校長や副校長・教頭に加え，主幹教諭，指導教諭，事務職員
等のミドルリーダーがそれぞれのリーダーシップを発揮できるような組織運
営を促進する必要がある」とあるとおり、中核的リーダーの育成の観点にお
いては一定の職以上の事務職員についても「管理職を補佐しながら学校組
織体制の確立に向けた取組を推進できるよう、研修の充実および適切な配
置に取り組む」ことに言及すべきである。

1 ③ 78

　小中学校事務職員に対しては、学校組織体制の確立に向けた取組を推進できるよう、中核
的リーダーである「共同実施リーダー」や次のリーダーとなる「主査」を対象とした研修を実施し
ているところです。
　教育ビジョンでは、小中学校事務職員も含むという認識のもとに「教職員」と記載しています。
今後も、管理職とともに、教職員が、めざす学校像の実現に向けた取組を推進できるよう職種
やライフステージに応じた研修の充実を図っていきます。
　また、本県では、「義務標準法」に基づき、小中学校の学校数や学級数等に応じて、事務職
員等を配置しています。併せて、学校事務の共同実施の拠点となる学校等に対して、事務職
員等を複数配置するとともに、義務標準法により事務職員が配置されない小規模校や分校に
対して県単独措置で事務補助員を配置しています。
　引き続き、県単独措置の確保に努めるとともに、国に対して、加配定数の維持・拡充を要望し
ていきます。

123 5-(3)
教職員の資質向上
とコンプライアンス
の推進

77 不祥事の根絶に向けた取組について、現状では不徹底ではないか。 1 ③ 79
　平成３１年１月に「県教育委員会における不祥事根絶の取組について」を策定し、学校教育
に対する信頼確保および不祥事根絶の取組を進めているところです。
　引き続き教育委員会と県立学校との協力のもと、不祥事の根絶に取り組んでまいります。

124 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

79

中学校の時間外労働は月平均45時間を超える者が少なくない。その原因
の一つとして部活動が挙げられる。勤務時間を超えても生徒がいる限り対
応せざるを得ず削減できない部分である。部活動指導後から仕事を始めれ
ば当然、時間外労働時間は増えてしまう。この矛盾に対し、具体的な策を
講じ、次年度からの「勤務時間ガイドライン」適用に向け、認識を記載してい
ただきたい。

1 ③ 81

　部活動指導は、三重県部活動ガイドラインにおいて、活動時間や休養日を定めているところ
です。また、部活動指導員の配置など外部人材の活用により、教職員の業務負担軽減に取り
組んでいるところです。
　次年度から適用される勤務時間の上限に関する方針を実効性のあるものとするために、部
活動を含めて業務削減の具体的な取組について検討を進めます。
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125 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

79

「めざす姿」について、「学校における働き方改革」は単に業務を削減すれ
ば達成されるものではなく、子どもたちの豊かな学びへとつなげていく改革
でなければならない。項目や数字を削っていくだけの作業で導き出される
改革には、子どもの姿が反映されていない。日々の生活の中で、子どもた
ちの状態は常に変化し、悩み事をかかえてくらしている姿に直面することも
ある。また、授業以外に「〇〇指導」と称される指導が多く、その指導に追
われ寄り添うこともできにくいのが現状である。どのような教育活動が子ど
もたちに寄り添うことにつながるのかを常に意識しながら取り組んでいる私
たち教職員の業務が、定められた時間内でおこなえるようにしなくては、教
職員の生活の質や人生を豊かにしていくことは不可能である。私たちが安
心して豊かな人生を送り、安らぐ時間を過ごしながら、豊かな教育活動を生
み出せるように、真の「学校における働き方改革」にとりくむべきである。

6 ③ 81

　学校における働き方改革は、教職員の業務負担を軽減することで、より効果的な教育活動を
持続的に行うことを目的としています。
　県教育委員会では、これからも教職員の抜本的な業務削減に取り組み、子どもたちと向き合
う時間を確保することで、より効果的な教育活動を進めていきます。

126 5-（4）
学校における働き
方改革の推進

79
障がいのある人だけでなく、障がいのある人を支える周囲も働きやすい環
境づくりが必要であると考える。障がいの有無に関わらずすべての教職員
が働きやすい職場環境づくりを進めていただきたい。

1 ③ 81
　障がいのある人を支える周囲も働きやすい環境が必要ですので、教職員同士が互いを認め
合い協力し合える組織風土づくりを進めていきます。

127 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

79

変形労働時間制の導入が2021年度から施行予定であるが、それに向け学
校の働き方を大きく見直す必要がある。時間外労働削減が実効性のあるも
のとする必要がある。また、導入に伴い勤務時間管理にかかるコストが学
校に押し付けられるのではないか。現状の制度に沿った紙ベースでの管理
では学校における学校経営の業務拡大に歯止めがかからず、支援システ
ム導入などの手立てが必要である。
また、評価方法についても三重県内自治体における働き方改革への対応・
財政支出が異なる中、数値目標の項目で本当に正しく評価できるのかは疑
問である。
数値目標を設定して終わりではなく、県主導で、研修や健康管理対策だけ
ではなく、例えば子どもたちの育成支援や小中高の連携に向け、児童生徒
の情報を共有し、成績処理、進学処理ができる県共通の校務支援システム
を整備するなど、具体的手立てが必要なのではないか。

1 ③ 81

　1年単位の変形労働時間制については、国の動向を注視していきます。
　校務支援システムの導入、整備については、各教育委員会が行うところであり、県教育委員
会としては、各市町等教育委員会と情報共有しながら、時間外労働の削減が実効性をともなう
よう取り組んでいきます。

128 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

79
現状と課題で、子育てや介護等への理解といった教職員の出生率増加対
策が出てくるのはなぜか。

1 ③ 81
　子育てや介護等の理解や支援を含めて教職員同士が互いを認めあい、あらゆるハラスメント
がなく協力し合える風通しのよい組織風土づくりを一層進める必要があると考えています。
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129 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

79
教員の業務の多忙化と困難化について，県教委と校長会は，防止と支援に
取り組むべきである。

1 ③ 81

　新任校長研修において、教職員のメンタルヘルスマネジメントやワーク・ライフ・バランスの推
進について、学ぶ機会を設けています。今後も学校における働き方改革の推進に向けて管理
職に対する研修を実施するとともに、教職員の業務の多忙化を解消し、日々の生活の質や教
職員としての人生を豊かにするために、教職員の抜本的な業務削減に取り組みます。

130 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

80

教材のデータベース化の推進についての記述があるが、現在でもデジタル
教科書等データベースとして、また、視覚的、聴覚的に有効な手立てとなる
ものがある。各校に配置するなどの具体的な施策を記述するべきではない
か。

1 ③ 82

　県教育委員会では、教職員の業務の効率化のために、ＩＣＴを活用した教材のデータベース
化は有効であると考えています。
　なお、デジタル教科書等の使用の有無や方法については、児童生徒の実態に応じ、各学校
が判断することとなっています。また、ＩＣＴ環境整備については、市町に対し地方財政措置が
講じられているところであり、県としては、環境整備に向けた働きかけや情報提供を行っている
ところです。
　今後、デジタル教科書も含め、効果的な活用方法について検証し、具体的な利用方法を検討
していきます。

131 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

80
校長によるリーダーシップが，とすることで，かえって教員の心の健康が奪
われることにならないか。

1 ③ 82
　学校における働き方改革が推進できるよう、校長がリーダーシップを発揮して取り組む必要
があると考えます。

132 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

80 この施策で「子育てアクションプラン」を持ち出してくることは適切か。 1 ③ 82
　子育てや介護等の理解や支援を含めて教職員同士が互いを認めあい、あらゆるハラスメント
がなく協力し合える風通しのよい組織風土づくりを一層進める必要があると考えています。
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133 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

81

モンスターペアレントだけでなく、神戸の事件にみる教師間のイジメが三重
でもないとは限らない。
本音で言えるメンタルヘルス対策をお願いしたい。

1 ② 83

　心身の不調に陥った教職員に対し、個人情報保護に配慮した専門家等によるメンタルヘルス
対策を進め、メンタル不調の予防と回復を支援します。
　外部の専門家を活用した教職員のメンタルヘルス対策として、県教育委員会では、公立学校
の教職員を対象に、臨床心理士等による相談事業を実施しています。
　また、公立学校共済組合の事業として、精神神経科への外来受診相談、臨床心理士等によ
る電話・面接によるカウンセリング及びweb相談があります。

134 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

81

指標の中に「教職員の負担軽減が進む」との記述があるが、それを判断す
るのは誰なのか。また、「子どもに向き合う時間が増加するなどの効果的な
教育活動につながっている」と判断するのは誰なのか。現場で常に子ども
に接している者の声が正しく反映される客観的な指標の設定が必要なので
はないか。指標の具体的な算出にまで言及しなくては、管理職の主観によ
る回答となる恐れもある。

4 ① 83 　ご意見をふまえ、指標を「教職員の満足度」に修正しました。

135 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

81 校長や産業医による面接には何の意味も無いのではないか。 1 ③ 83

　教職員の健康の保持増進と健康障害の防止のため、「労働安全衛生法」改正の趣旨に基づ
き、過重労働対象者に対して校長と産業医の面接を行います。
　併せて、ストレスチェックを実施し、高ストレス者に対し産業医による面接を勧奨します。
　今後も、管理職に対する研修を充実させるとともに、産業医等と連携して、教職員の心身の
不調を未然に防ぐよう努めます。

136 5-(4)
学校における働き
方改革の推進

81
三重県では、神戸のいじめの事件のような教師同士のいじめが起こらない
ようにどんな対策をしているのか。

1 ③ 83

　学校では、日頃からハラスメントを起こさない、許さない環境づくりに努めており、研修会や通
知等を活用した啓発や、コンプライアンス・ミーティング等において、ハラスメントについて教職
員間で話し合う機会を設けるなど、ハラスメントの防止および働きやすい職場環境づくりを促進
するため取り組んでいるところです。
　また、県教育委員会や各市町等教育委員会内に、相談窓口等を設置し、困ったときに相談で
きる体制を構築しています。
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137 5-(5)
家庭の教育力の向
上

84

男性の育児参画を語るときに、いくら日本の男性の参画率が低いからと
いって、「子育てに関して家庭においてできることを男性自身が考える場づ
くりを」というのは、あまりにも「子育て」しないことが前提になってはいない
かと残念に感じる。また、「家庭において」ではない子育てをしているぞとい
う逃げ道をつくっているようで、これも残念に思う。

1 ① 86 　主な取組内容（社会全体で家庭を支える機運の醸成）の記述を修正しました。

138 5-(5)
家庭の教育力の向
上

84

子どもの成長には、健康な排便習慣も大切であり、スマイルワークでも「早
寝・早起き・朝ごはん」に、朝うんちを加え「早寝・早起き・朝ごはん・朝うん
ち」としている。教育ビジョンにおいても「早寝・早起き・朝ごはん・朝うんち」
とすることはどうか。

1 ② 86

　健康な排便習慣は大切なことであると認識しており、そのためスマイルワークでも幼児の保
護者向けワークには「早寝・早起き・朝ごはん」に「朝うんち」を加えています。教育ビジョンにお
いては、「早寝・早起き・朝ごはん」国民運動の名称にあわせて、「早寝・早起き・朝ごはん」な
ど、としており「など」の中に排便習慣を含めて考えています。

139 5-(6)
社会教育の推進と
地域の教育力の向
上

86
この数値目標は，県内公民館を対象とする地域課題解決型学習の機会の
累積数で良い。

1 ④ 88

　地域コミュニティの衰退が社会全体の課題となる中、特に公民館等社会教育施設において
は、住民の皆さんが主体的に地域課題を解決するために必要な学習を推進する役割や、学習
成果を地域課題解決のための活動につなげていく役割、また、地域学校協働活動の拠点とし
ての役割などが求められています。
　こうしたことから、各市町において、地域課題に対して住民の皆さんが協働して取り組む力を
学び合う学習（地域課題解決型学習）を社会教育の概念に明確に位置付けるとともに、首長部
局の担当部署、NPOなどの関係団体と連携協力し、組織的に社会教育活動を進めていただく
必要があることから、公民館等を拠点としながら、市町全域に展開されることを念頭に、市町数
を目標値としました。

140 第3章
教育ビジョンの実
現に向けて

89

この教育ビジョンの実現が一番の課題である。そのために、このビジョンを
県民の皆さんにどのように周知していくのか。ここに知恵と工夫が必要であ
る。それぞれの役割分担だけでなく、どのように周知を図っていくのか、もう
少し段階的に取り組む必要があると思う。県民一人ひとりにどう届けるの
か、一生懸命考えていきたい。

1 ③ 91

　教育ビジョンの実現のためには、学校や行政だけでなく、家庭や地域の方々、企業等すべて
の県民の皆さんによる社会総がかりでの教育施策の推進が不可欠となります。
　こうしたことから、教育ビジョンの周知にあたっては、日本語含め7か国語によるリーフレットを
作成し、公立学校に通う全ての子どもの保護者に配付します。
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141 第3章
教育ビジョンの実
現に向けて

90

「企業等」の役割についてのみ「～について求められます。」となっている。
地域の企業だけではなく、三重県に関係していただく企業について、「求め
る」文面で良いのか疑問がある。地域社会の一員としての役割が存在し協
働をお願いできる、産学連携がとれる文面にしてほしい。

1 ① 92
　ご意見をふまえ、「第３章　教育ビジョンの実現に向けて」における「期待される役割」につい
て、県民の皆さんにより分かりやすいものとなるよう記述内容を整理しました。

142 全般 全般 -
高い志のある教育ビジョンであると思った。全面的に支持する。「持続可能
で多様性と包摂性のある社会およびダイバーシティ社会の実現」に向けて
取り組むとを宣言していることに敬意を表する。

1 ③ -
　県の戦略計画「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」で掲げる「三重県らしい、多様で、包
容力ある持続可能な社会」の実現をめざし、教育ビジョンにおいても、学校、行政、家庭、地
域、企業等さまざまな主体と連携しながら各教育施策の着実な実施を図っていきます。

143 全般 全般 -

授業を通じて、社会に必要とされる力を身につけ、将来の目標を持ち実現
できるよう、環境づくりとサポートをお願いしたい。society5.0の実現を目指
した取り組みが進められているなか、教育も時代の流れに合った教育を進
めてほしい。

1 ② -

　子どもたちが、変化が激しく予測困難な時代を生き抜いていくためには、様々な変化に主体
的に向き合い、他者と協働しながら、困難な課題に挑戦していける力が求められると考えてい
ます。そこで、基本施策２「個性を生かし他者と協働して未来を創造する力の育成」において、
年齢・国籍等多様な人とのコミュニケーション・協力を通じて社会的課題を乗り越える力、答え
のない課題に向き合い新たな価値を創造することができる力の育成につながる各施策を展開
することといたしました。

144 全般 全般 -

〇〇教育の推進、〇〇教育の充実など非常に多くの取り組みが学校に求
められている。また、学力の確保や学び場づくり、地域協働の学校、信頼で
きる学校づくりなど教育ビジョンにそった今まで以上の取り組みが学校に求
められる印象が強い。ビジョンの実現に向け、人材確保と人材育成が非常
に大切だと感じる。教育現場や地域社会への負担を考慮しつつ、予算面・
制度面の支援を図り、実現に向けた適切なロードマップを描いてほしい。

1 ② -
  次期「三重県教育ビジョン」は令和2年度から令和5年度までの4年間における本県の「教育の
振興のための施策に関する基本的な計画」であり、これをふまえ、各年度における各施策・取
組（事業）の実施に向けた予算等の確保に努めていきたいと考えています。
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145 全般 全般 -

教育施策大綱に係るパブリックコメントに対する戦略企画部の考え方が示
される前に教育ビジョンのパブリックコメントを実施するべきではないのでは
ないか。こうしたことから、教育施策大綱と教育ビジョンで重複する部分と重
複しない部分を分けてパブリックコメントを実施してはどうか。

1 ③ -
　教育ビジョンの策定にあたっては、同年度内に策定を平行して行うこととなった県民力ビジョ
ン・第三次行動計画や教育施策大綱との整合を図るとともに、関係部局との連携を密にして進
めてきとたところです。

146 全般 全般 -

文中に4カ所程度散見される「子どもの発達段階に応じて・・・」について、発
達段階とはおそらく年齢に応じてとの意味合いが強いと思われるが、発達
支援の必要な子ども達も含めて、それぞれの個性と捉えると少し違和感が
ある。
また発達支援の必要性は保護者の見解にも左右されるため、本来支援が
必要であっても支援を受けていない子ども達などは“発達段階の想定”から
外れてしまう可能性がある。
文言の注釈が必要ではないか。

1 ③ -

　子どもの成長過程においては、個人差はあるものの、多くの子どもに共通して見られる特徴
があります。発達段階とは、子ども一人ひとりの個性の違いを示すものではなく、乳幼児期、学
童期(小学校)、青年前期(中学校)、青年中期(高等学校)等、おおよその学齢をふまえて示して
います。このことについては、冒頭の「基本方針」（Ｐ.１０）においても「幼児期、青少年期か
ら、・・・学びの各ステージにおける教育の質を高める・・・」旨を記載しており、文中の「発達段
階」もこれをふまえた記載としています。
　また、基本政策３「特別支援教育の推進」の施策「（１）一人ひとりの学びを支える教育の推
進」の「主な取組内容」に記述しているように、「特別な支援を必要とする子どもたちを含む全て
の子どもたちが『学ぶ楽しさ』『わかる喜び』を実感できるよう」意識して指導していきます。

147 全般 全般 -

ホームページにのっている現行の三重教育ビジョンを見ると、教育に関す
る取組が網羅的に書かれていて、その後に重点取組が書かれているが、こ
れが重点的にやっていくものということは、それまでに書かれていたものは
軽いものなのだろうかと思えてしまう。何が大事というところを私たち子ども
を育てている父母にもわかるように書いてほしい。
企業でも働き方改革の影響で働く時間が少なくなってきている。立派な計画
を作るというのも役所の役割だと思いますが、網羅的に書かなくても、保護
者や関係者に伝えたいことだけを書けばよいのにと思ってしまう。現行の三
重教育ビジョンにはグラフをたくさんのせていたり、写真ものっている。教育
委員会がしなければならないことは他にもあるのではないか。手間を省い
て、本来しなければいけないことに時間を使ってほしい。ホームページには
教育施策大綱の案もあったが、こちらはムダな写真とかグラフとかなくて見
やすいと思った。手間をかけてまで見にくいものをつくってほしくない。

1 ③ -

　子どもたちにこれからの時代に対応していける力を育んでいくとともに、ますます複雑化・多
様化する課題を乗り越えていくためには、学校や行政だけでなく、全ての県民が教育の当事者
として、社会総がかりで教育施策の推進に取り組んでいくことが必要となります。そのために
は、「県民の皆さんからのわかりやすさ」という視点も含め教育ビジョンを策定していく必要があ
ると考えています。こうしたなか、次期「三重県教育ビジョン」においては、基本施策とは別に各
施策の取組を横断的に再編成して記載している重点取組については「計画期間中に注力すべ
き取組」をより分かりやすくするため基本施策の中（個々の施策・取組）に落とし込むとともに、
基本施策毎に「めざす姿」とそれをふまえた数値目標を設定するなど、よりわかりやすい構成・
内容としていきたいと考えています。
　また、現行の教育ビジョンにあるようなグラフや写真の掲載については、現在、製本版の調製
にあわせて検討をしているところですが、ご意見もふまえ、より見やすいものになるよう工夫を
していきたいと考えています。


